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はじめに

本市が置かれている社会情勢としまして、少子高齢化の更な

る進行、人口減少問題、多様化する雇用形態など課題が複雑化

しており、より柔軟で幅広い対応が必要とされています。

このような中、男女が互いを尊重し、男女の別を原因として

不当な扱いを受けることなく、個性と能力を十分に発揮できる

ような男女共同参画社会の更なる推進は、ますます重要なも

のとなっております。

本市では、平成１８年３月に八街市男女共同参画計画を、平成２８年３月に第２

次八街市男女共同参画計画を策定し、男女共同参画社会の実現に向けた取り組みを

進めてまいりました。しかしながら、私たちを取り巻く制度や慣行の中には、解決

すべき課題がまだ多く存在しています。

そこで、更なる男女共同参画の推進を図るため、また、ＳＤＧｓ※に掲げる目標の

１つであるジェンダー平等の実現を中心とした取組を加速するものとして、第３次

八街市男女共同参画計画（令和４年度～令和８年度）を策定しました。

本計画の推進に当たり、真摯に取り組んでまいる所存でございますので、今後とも

市民の皆様、事業者・関係機関の皆様の御理解と御協力をお願い申し上げます。

終わりに、本計画を策定するに当たり、貴重なご意見・御助言をいただきました

八街市男女共同参画社会づくり推進懇話会の皆様、市民意識調査をはじめ貴重な

ご意見をお寄せいただきました市民の皆様に心からお礼を申し上げます。

令和 年 月

八街市長 北 村 新 司

※ ＳＤＧｓ
2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に

て記載された2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。17のゴール・
169のターゲットから構成されます。



男女共同参画社会とは

男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思に

よって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男

女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、

共に責任を担うべき社会」です。（男女共同参画社会基本法第 2条）

男女共同参画社会が実現すると･･･

出典：内閣府男女共同参画局

男性も女性も、意欲に応じて、あらゆる分野で活躍できる社会

職場に活気

○女性の政策、方針決定過程への参画が進み､多様な人材が活躍することによって、経済活
動の創造性が増し、生産性が向上

○働き方の多様化が進み､男女がともに働きやすい職場環境が確保されることによって､
個人が能力を最大限に発揮

家庭生活の充実

○家族を構成する個人がお互いに尊重し合い協力し合うことによって､家族のパートナーシ
ップの強化

○仕事と家庭の両立支援環境が整い､男性の家庭への参画も進むことによって､男女がとも
に子育てや教育に参加

地域力の向上

○男女がともに主体的に地域活動やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等に参画することによって､地域コミュニティー
が強化

○地域の活性化､暮らし改善､子どもたちが伸びやかに育つ環境が実現

ひとりひとりの豊かな人生

仕事･家庭･地域生活など、多様な活動を自らの希望に沿った形

で展開でき、男女がともに夢や希望を実現



目 次

第１章 計画の策定に当たって

１ 計画策定の趣旨････････････････････････････････････････････････１

２ 計画の位置づけ････････････････････････････････････････････････２

３ 計画の期間････････････････････････････････････････････････････２

４ 男女共同参画を取り巻く八街市の状況

(1)少子高齢化の進展･･･････････････････････････････････････････３

(2)家族形態の変化･････････････････････････････････････････････５

(3)男女の労働の状況･･･････････････････････････････････････････６

(4)ＤＶ相談件数の推移･････････････････････････････････････････９

第２章 計画の基本的な考え方

１ 基本理念･･････････････････････････････････････････････････････10

２ 計画の目標････････････････････････････････････････････････････10

３ 基本目標･･････････････････････････････････････････････････････10

４ 計画の体系････････････････････････････････････････････････････16

第３章 施策の内容

基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

主要課題１ 労働の場における男女共同参画の推進･･････････････････17

主要課題２ ライフステージに応じた仕事と生活の調和の推進････････20

主要課題３ 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進････････26

基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

主要課題４ あらゆる暴力の根絶･･････････････････････････････････28

主要課題５ 誰もが安心して暮らせる環境の整備････････････････････31

主要課題６ 生涯を通じた健康づくりの推進････････････････････････35

主要課題７ 男女共同参画の視点に立った防災・防犯対策の推進･･････39

基本目標Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備

主要課題８ 男女共同参画の意識づくり････････････････････････････42

主要課題９ 一人ひとりを大切にする教育・学習の充実･･････････････44



第４章 推進体制････････････････････････････････････････････････････47

指標一覧････････････････････････････････････････････････････････････49

資料編

第３次八街市男女共同参画計画策定経過･････････････････････････････････53

第３次八街市男女共同参画計画策定に関する基本方針･････････････････････54

八街市男女共同参画社会づくり推進懇話会名簿･･･････････････････････････59

八街市男女共同参画社会づくり推進懇話会設置要領･･･････････････････････60

男女共同参画基本法･･･････････････････････････････････････････････････62

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律･････････････････68

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律･････････････････････････81

政治分野における男女共同参画の推進に関する法律･･･････････････････････92

男女共同参画に関する国内外の動き･････････････････････････････････････95

用語解説･････････････････････････････････････････････････････････････99



- 1 -

第１章 計画の策定に当たって

１ 計画策定の趣旨

八街市では、将来都市像を「ひと・まち・みどりが輝くヒューマンフィールド

やちまた」と定め、その実現に向けて、男女が互いにその人権を尊重し、ともに

喜びも責任も分かち合い、男性も女性も個性と能力を十分に発揮することがで

きる男女共同参画社会の実現を目指しています。

平成１８年３月に八街市男女共同参画計画を、平成２８年３月に第２次八街

市男女共同参画計画を策定し、男女共同参画社会の実現に向けた取り組みを行

ってきました。これにより、一定の前進が図られましたが、依然として、男女の

地位平等感について、男性優遇と感じる人の割合が高く、「男性は仕事、女性は

家庭・育児」という固定的な性別役割分担意識※も根強く存在しています。女性

の人権侵害という点において、配偶者等からの暴力や性被害はドメスティッ

ク・ヴァイオレンス（ＤＶ）※として、女性に対する重大な人権侵害であり、児

童虐待についてもＤＶと関係が深いことから、関係機関との連携により重点的

に取り組むことが必要です。

また、平成２７年に国連で採択された「持続可能な開発のための２０３０アジ

ェンダ」に含まれる持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に１７の目標と、その目標

に紐付く１６９のターゲットが設定されており、男女共同参画に関連するもの

としては、目標 5「ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワ

ーメントを図る」とあり、ターゲットの１つとして「政治、経済、公共分野での

あらゆるレベルの意思決定において、完全かつ効果的な女性の参画及び平等な

リーダーシップの機会を確保する」と掲げられていることからも、本市の取組に

ついてより一層の強化が求められます。

第２次八街市男女共同参画計画を策定してから６年が経ち、計画期間が終了

すること、そして、令和元年度台風等震災の教訓から、防災分野での男女共同参

画の更なる推進が求められていることから、計画を見直すことが必要となりま

した。

男女共同参画社会の実現に向けた取り組みを施策に反映していくため第３次

第１章 計画の策定にあたって
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第１章 計画の策定に当たって

八街市男女共同参画計画を策定します。

２ 計画の位置づけ

(1) この計画は、男女共同参画社会基本法に基づく法定計画であり、八街

市における男女共同参画社会の形成を促進するための基本となる計画

です。

(2) この計画は、国の第５次男女共同参画基本計画、県の第５次千葉県男

女共同参画計画及び八街市総合計画２０１５、その他本市の関連諸計画

との整合性を図りながら、八街市における男女共同参画の推進に関する

施策を総合的かつ計画的に推進していくための計画です。

(3) この計画は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する

法律（以下、「ＤＶ防止法」という）第２条の３第３項に基づき、配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本

計画としても位置づけています。

(4) この計画は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第６

条第２項に基づき、市内における女性の職業生活における活躍の推進に

関する施策についての市町村推進計画としても位置づけています。

なお、推進計画に該当する範囲は、「計画の体系」に明示しております。

３ 計画の期間

この計画の期間は、令和４年度から令和８年度までの５年間とします。

なお、今後の社会情勢の変化や本計画の進行状況等を踏まえ、必要に応じ

※ 固定的な性別役割分担意識
男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるにもかかわら

ず、「男は仕事・女は家庭」、「男性は主要な業務・女性は補助的業務」等のように、男
性、女性という性別を理由として、役割を固定的に分ける考え方のことです。

※ ドメスティック・バイオレンス(ＤＶ)
配偶者間・パートナー間の暴力をいい、身体的暴力に限らず、精神的・経済的・性的等

あらゆる暴力が含まれます。
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第１章 計画の策定に当たって

て計画の見直しを行うものとします。

４ 男女共同参画を取り巻く八街市の状況

(1) 少子高齢化の進展

八街市の人口は、昭和５０年代後半から人口が急激に増加し、平成２年の

国勢調査では人口が５万人超となりました。

バブル期終了後も人口増加は続いていましたが、平成１７年国勢調査人

口の７５，７３５人をピークに、平成２２年国勢調査人口では７３，２１２

人となり初の減少に転じ、令和２年国勢調査人口も引き続いて減少して、６

７，４５５人となっています。

近年の八街市の高齢者人口(６５歳以上の人口)の割合は上昇を続けており、

令和２年では３１．４％となり、市民のおよそ３人に１人は高齢者となってい

る状況です。高齢化が進むと、仕事と子育てや老親の介護との両立に悩むなど、

仕事と生活の間で問題を抱える人が多くなります。そこで、介護・育児・就労

等の多様な問題に対して男女が共に支え合い、また、地域全体で助け合う社会

の実現が求められます。
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資料：国勢調査
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第１章 計画の策定に当たって

国の令和元年の合計特殊出生率※は１．３６、県の令和元年の合計特殊出生

率は１．２８となっており、国・県ともに微増傾向にあったのが、近年は減少

に転じています。八街市の令和元年の合計特殊出生率は１．０７であることか

ら、国や県よりも低い水準となっております。また、出生数は微増微減を繰り

返しているものの全体としては減少傾向にあり、今後も少子化が進行するこ

とが予測されます。

働く女性にとって、出産・育児と仕事の両立が大きな課題であり、出産・育

児と仕事の両立が可能となるように、子育て期において育児や仕事の負担軽

減を図るため、家庭の理解・協力はもちろんのこと、地域の支援や保育支援や

育児休業の取得推進等、社会全体での支援が求められます。
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平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

年齢階層別人口の推移(八街市)

年少人口(0～14歳) 生産年齢人口(15～64歳) 高齢者人口(65歳以上)

資料：国勢調査人口　　

※ 合計特殊出生率
15歳から49歳までの女性の年齢別出生率の合計で、1人の女性が一生の間に産む平均こ

ども数を表します。合計特殊出生率が2.08を下回ると、将来長期的には人口が減少する計
算になります。
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第１章 計画の策定に当たって

(2) 家族形態の変化

八街市の世帯数及び１世帯当たり人員の推移をみると、世帯数は増加して

おり、また、１世帯当たりの人数は年々減少しています。その原因としては、

単身世帯や高齢者のみの世帯の増加、核家族化の進行等が考えられます。
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資料：国勢調査
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第１章 計画の策定に当たって

(3) 男女の労働の状況

八街市の年齢階層別労働力率を男女別にみると、男性は 20 歳代後半から

50 歳代後半までで 80％を越えており、大きな変化がないのと比較し、女性

は、20 歳代後半に上昇した後、出産・子育て期にあたる 30 歳代で低下し、

40 歳代再び上昇するＭ字カーブ※を描く傾向となっています。

20.5%

71.6%

80.2%
74.1% 74.7% 77.4% 78.9% 76.3%

69.7%

54.3%

22.0%

20.7%
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69.5%

31.6%
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年齢階級別労働力率(八街市)

女性 男性

資料：平成27年国勢調査

※ Ｍ字カーブ
日本の女性の労働力人口比率を年齢階級別にグラフ化したとき、30歳代を谷とし、20歳

代後半と40歳代後半が山になるアルファベットのＭのような形になります。Ｍ字を描く原
因は、出産・子育て期に離職する女性が多いことにあります。
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第１章 計画の策定に当たって

男女が共に働きやすい職場をつくるためには、「育児休業などをとりやす

い職場環境」が最も多く 50.3％となっています。

50.3%

40.0%

39.8%

29.5%

24.5%

23.1%

0% 20% 40% 60%

男女が共に働きやすい職場をつくるための環境整備

育児休業や介護休業をとりやすい職場環境をつくる 

結婚や子育てなどで退職した後の再雇用制度を充実する

賃金や昇進など、職場における男女平等をすすめる

パートタイム労働者や派遣社員など労働条件を改善する

男女で仕事の内容に差があるなど、男性中心の職場運営を見直す 

残業を減らすなど労働時間を短くする

資料：男女共同参画社会に関する市民意識調査(令和２年)
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第１章 計画の策定に当たって

男女の地位平等について、「男性の方が非常に優遇されている」と「どちらか

といえば男性の方が優遇されている」を合わせた“男性優遇”が最も多い項目は、

「社会通念・習慣・しきたりなどで」75.4％となっており、次いで、「政治や意

思決定の場で」64.7％、「職場で」56.3％となっています。全体的に“男性優遇”

の占める割合が多くなっています。

9.5%

14.2%

21.3%

20.9%

10.5%

7.9%

14.1%

2.5%

男性の方が非常に優
遇 6.7%

44.9%

41.8%

54.1%

43.8%

35.0%

41.4%

42.2%

20.2%

どちらかといえば男
性の方が優遇 42.3%

22.2%

20.5%

13.3%

23.1%

35.1%

33.9%

23.8%

48.5%

平等 33.0%

5.4%

5.4%

2.2%

1.4%

4.7%

4.1%

6.8%

5.0%

どちらかといえば女
性の方が優遇 8.1%

1.4%

1.1%

0.2%

0.2%

0.9%

0.5%

1.8%

1.1%

女性の方が非常
に優遇 1.8%

9.9%

10.1%

5.0%

6.8%

11.2%

8.5%

7.6%

18.4%

わからない
4.1%

6.7%

6.8%

4.0%

3.8%

2.7%

3.6%

3.8%

4.3%

無回答
4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(9)女性の意識のなかで

(8)男性の意識のなかで

(7)社会通念・習慣・しきたりなどで

(6)政治や意思決定の場で

(5)法律や制度のうえで

(4)地域活動・社会活動の場で

(3)職場で

(2)学校教育の場で

(1)家庭生活の場で

資料：男女共同参画社会に関する市民意識調査(令和２年)

男女平等と人権の尊重について
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第１章 計画の策定に当たって

(4)ＤＶ相談件数の推移

八街市は、女性が抱えるあらゆる悩みに応じる相談事業として、平成 26 年

4 月より、婦人相談員による相談を開始し、ＤＶ等の女性の人権に関する相談

に対応してきました。

ＤＶの相談件数は毎年２０件以上あり、依然として深刻な状況にあります。

ＤＶは、未然に防ぐことが第一ですが、市が被害を受けた人の身近な相談窓

口となり、安心して生活できるように支援する必要があります。

49
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60

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

資料：子育て支援課

DV相談件数(八街市)
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第２章 計画の基本的な考え方

１ 基本理念

日本国憲法は、個人の尊重と法の下の平等をうたっており、また、男女共同

参画基本法は、「男女の人権の尊重」、「社会における制度又は慣行についての

配慮」、「政策等の立案及び決定への共同参画」、「家庭生活における活動と他の

活動の両立」、「国際的協調」を基本理念として掲げています。

２ 計画の目標

基本理念を基に、更なる男女共同参画社会の実現に向けて、

「男女が互いを尊重し、一人ひとりが大切にされるまちの実現」
を本計画の目標とし、諸施策を推進します。

３ 基本目標

この計画では、計画の目標の実現のために、次の基本目標を設定し、八街市

の男女共同参画社会の実現に向けて取り組んでいきます。

・基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

主要課題１ 労働の場における男女共同参画の推進

主要課題２ ライフステージに応じた仕事と生活の調和の推進

主要課題３ 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進

・基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

主要課題４ あらゆる暴力の根絶

主要課題５ 誰もが安心して暮らせる環境の整備

主要課題６ 生涯を通じた健康づくりの推進

主要課題７ 男女共同参画の視点に立った防災・防犯対策の推進

・基本目標Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備

主要課題８ 男女共同参画の意識づくり

主要課題９ 一人ひとりを大切にする教育・学習の充実

第２章 計画の基本的な考え方
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第２章 計画の基本的な考え方

基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

すべての人々が、その生き方に自信と誇りを持ち、自らの意思によりその

個性と能力を十分に発揮することにより、職場・家庭・地域等あらゆる場面

において活躍できる社会づくりが必要です。多くの分野において女性の参

画が進んできていますが、政策・方針決定過程への女性の参画を含めた女性

の活躍は、十分とはいえません。女性の活躍が進むことは、女性だけでなく、

男女がともに仕事と生活を両立できる暮らしやすい社会の実現にもつなが

ります。

職場における制度上の環境については、徐々に改善されつつありますが、

男性の長時間労働や女性の就労継続等、雇用条件や就業環境では、いまだに

男女格差が解消されていません。就業は、生活の経済的基盤であり、自己実

現につながるものでもあります。少子高齢化やグローバル化が進展する中

で、働きたい人が性別にかかわりなくその能力を十分に発揮できる社会づ

くりの推進が、とても重要となっています。

家庭生活では、今なお、家事や育児・介護等の多くを女性が担っています。

このような固定的役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイ

アス）は、女性の就労継続や職場復帰の障害となるだけでなく、男性の家

事・育児等の家庭への参加を困難にしています。

働きたい女性が仕事と子育て・介護等の二者択一を迫られることなく働

き続け、その能力を十分に発揮することができるよう、仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）※、多様で柔軟な働き方、パートナーである

男性の子育て・介護等への参画等の実現が課題となっています。

そこで、あらゆる分野において、女性の活躍の機会を拡大し、男女共同参

画を推進するとともに、男女がともに、仕事と生活の両立が図れるよう、仕

事と生活の調和の実現に向けた取組を推進します。

※ ワーク・ライフ・バランス
「仕事と生活の調和」と訳されます。仕事と家庭生活や地域活動等の「仕事以外の活

動」とのバランスをとり、多様な働き方や生き方が選択できるようにすることです。

※ アンコンシャス・バイアス
自分自身が気づいていないものの見方や捉え方のゆがみ、偏りをいいます。
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2.3%

12.8%

40.0%

4.9%

50.3%

29.5%

18.7%

23.1%

39.8%

24.5%

0% 20% 40% 60%

わからない

仕事や職場環境についての相談窓口を充実する

結婚や子育て等で退職した後の再雇用制度を充実する

再就職準備のための講座や職業訓練を行う

育児休業や介護休業をとりやすい職場環境をつくる

パートタイム労働者や派遣社員など労働条件を改善する

在宅勤務やフレックスタイム制などを導入する

残業を減らすなど労働時間を短くする

賃金や昇進など、職場における男女平等をすすめる

男女で仕事の内容に差があるなど、男性中心の職場運営を見直す

働きやすい職場づくりに大切なこと（複数回答）

第２章 計画の基本的な考え方

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章

平成 19 年 12 月 18 日策定：内閣府

我が国の社会は、人々の働き方に関する意識や環境が社会経済構造の変化に必ずしも

適応しきれず、仕事と生活が両立しにくい現実に直面している。

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす一方で、子育て・

介護の時間や、家庭、地域、自己啓発等に係る個人の時間を持てる健康で豊かな生活が

できるよう、今こそ、社会全体で仕事と生活の双方の調和の実現を希求していかなけれ

ばならない。

仕事と生活の調和と経済成長は車の両輪であり、若者が経済的に自立し、性や年齢な

どに関わらず誰もが意欲と能力を発揮して労働市場に参加することは、我が国の活力と

成長力を高め、ひいては、少子化の流れを変え、持続可能な社会の実現にも資すること

となる。

そのような社会の実現に向けて、国民一人ひとりが積極的に取り組めるよう、ここ

に、仕事と生活の調和の必要性、目指すべき社会の姿を示し、新たな決意の下、官民一

体となって取り組んでいくため、政労使の合意により本憲章を策定する。

有効回答数＝555

資料：男女共同参画に関する市民意識調査（令和 2年）
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第２章 計画の基本的な考え方

基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

男女が互いの身体的性差を十分に理解し合い、人権を尊重しつつ、相手に

対する思いやりをもって生きていくことは、男女共同参画社会の形成に当

たっての前提となります。また、高齢者や障がいを持つ人、外国人市民など

様々な困難な状況に置かれている人の福祉を推進し、災害対策に関係する

委員や消防団等においても女性の参画を推進することで男女共同参画の視

点から社会全体の防災・減災・災害対応力の強化を図り、あらゆる人々が社

会を構成する一員として地域の中でいきいきと暮らせるようにすることが

求められています。

また、男女が互いの性差に応じた健康について理解を深めつつ、男女の健

康を生涯にわたり包括的に支援するための取組、男女の性差に応じた健康

を支援するための取組を推進します。

個人の人権に対する最大の侵害である暴力は、犯罪となる行為をも含む

重大な人権侵害であり、その予防と被害からの回復のための取組を推進し、

暴力の根絶を図ることは重要です。また、被害者が子ども・高齢者・障がい

者等である場合は、これらの被害者の支援に当たっては、きめ細やかな対応

が不可欠となり、とりわけ、パートナーからの暴力においては、被害者のみ

ならずその子供にも悪影響を与えます。こうした状況を踏まえ、あらゆる暴

力の根絶に向けた取組と被害者への支援を強化していきます。

また、男女共同参画の視点に立ち、様々な困難な状況に置かれている人々

が安心して暮らせる環境整備を進めます。

1.6%
15.0%

32.1%
41.6%

31.5%
50.3%

48.6%
45.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

意識啓発

経済的支援

支援センター等の整備

相談機関の周知

相談体制の充実

一時避難所の確保

警察による対応

行政のDV支援対応について望むもの（複数回答）

有効回答数＝555

資料：男女共同参画に関する市民意識調査（令和２年）
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8.6%

3.2%

37.0%

31.4%

26.4%

32.4%

14.2%

20.0%

8.6%

7.6%

5.3%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

令和2年 

「男性は仕事、女性は家事・育児」という考え方について

賛成である どちらかといえば賛成である

どちらかといえば反対である 反対である

わからない 無回答 有効回答数

令和2年 ＝555

平成27年＝549

第２章 計画の基本的な考え方

基本目標Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備

職場、地域、家庭などあらゆる場面で活躍し、平等と感じられる社会を実

現するためには、女性だけでなく、男性、高齢者、若者、子ども等あらゆる

人々に対する男女共同参画への意識づくりが必要です。

また、社会制度や慣行を、男女共同参画社会の形成という視点から考え、

男女とも多様なライフスタイルを柔軟に選択できる社会の実現には、学校、

家庭、地域、職場など社会のあらゆる分野において、相互の連携を図りつつ、

男女とも一人ひとりが思いやりと自立の意識を育み、男女共同参画の視点

にあった教育、学習の充実を図ることが重要です。

そこで、人権の尊重を基盤とした男女平等観の形成を推進するため、教

育・学習及び広報・啓発活動の充実を図ります。

資料：男女共同参画に関する市民意識調査（平成 27 年・令和２年）
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1.8%

21.8%

11.4%

51.4%

52.8%

50.3%

14.8%

7.9%

40.2%

0% 20% 40% 60%

その他

校長や教員などに対し男女平等についての研修を行うこと

女性の校長や教頭を増やすこと

互いの性を尊重し合うことや子どもを産み育てることの大切さを教えること

性別にかかわりなく、児童･生徒の個性や能力に応じた進路指導を行うこと

家庭科などを通じて性別にかかわらず、家庭生活に必要な技術を教えること

名簿や教室内の座席について、男女を分けないこと

男女平等についての子ども向け・家庭向けのパンフレットを作成すること

男女平等についての授業を行うこと

学校教育の分野において大切なこと(複数回答)

第２章 計画の基本的な考え方

有効回答数＝555資料：男女共同参画に関する市民意識調査（令和２年）
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８ 男女共同参画

の意識づくり(＊

2)

①ワーク･ライフ･バランス(仕事と生活の調和)

の普及啓発

②子育て支援の充実

③男性を含めた働き方の見直しの推進

④家庭生活における男女共同参画の推進

⑤地域活動における男女共同参画の推進

第２章 計画の基本的な考え方

４ 計画の体系

＊1 ＤＶ防止法に基づく市町村推進計画に該当

＊2 女性活躍推進法に基づく市町村推進計画に該当

目標

①男女共同参画・人権問題に関する啓発活動の

推進

②男女共同参画に関する調査研究、情報の収

集・整備・提供

Ⅲ 男女共同

参画社会の

実現に向けた

基盤の整備

男
女
が
互
い
を
尊
重
し
、
一
人
ひ
と
り
が
大
切
に
さ
れ
る
ま
ち
の
実
現

基本目標 主要課題 施 策 の 方 向

①学校教育等における男女共同参画の推進

②社会教育等における男女共同参画の推進

③国際理解と国際交流の推進

９ 一人ひとりを

大切にする教育・学

習の充実

４ あらゆる暴力

の根絶（＊1）

①ＤＶの根絶と被害者への支援

②児童虐待の根絶と被害者への支援

２ ライフステー

ジに応じた仕事

と生活の調和の

推進（＊2）

①生涯を通じた男女の健康支援の推進

②安心して妊娠･出産等できる環境づくりの推

進

①高齢者の自立した生活に対する支援

②障がい者の自立した生活に対する支援

③困難を抱えた人々への支援

Ⅰ あらゆる分

野への男女共

同参画の推進

Ⅱ 健康で安

全・安心して

暮らせる

社会づくり

１ 労働の場におけ

る男女共同参画の

推進（＊2）

①雇用の分野における男女の均等な機会と待遇

の確保

②自営業等における男女共同参画の推進

③意欲と能力を生かす再就職に向けた支援

３ 政策・方針決定過

程における男女共

同参画の推進（＊2） ①市政における男女共同参画の推進

５ 誰もが安心して暮

らせる環境の整備

６ 生涯を通じた

健康づくりの推進

７ 男女共同参画の

視点に立った防災・防

犯対策の推進

①男女共同参画の視点を取り入れた防災対策の

推進

②男女共同参画の視点を取り入れた防犯対策の

推進
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第３章 基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

主要課題１ 労働の場における男女共同参画の推進

◆現状と課題

就業は、生活の経済的基盤であり、自己実現につながるものです。少子高齢化

やグローバル化が進展する中で、働きたい人が性別にかかわりなくその能力を

十分に発揮できる社会づくりは、極めて重要です。しかしながら、Ｍ字カーブ問

題や、子育てや介護等の理由により就業を希望しながら求職していない女性が

多くいます。働きたい女性が仕事と子育て・介護等の二者択一を迫られることな

く働き続け、その能力を十分に発揮することができるよう、仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）、ライフイベントに対応した多様で柔軟な働き方、

パートナーである男性の子育て・介護等への参画の実現が課題となっています。

社会的機運の醸成、長時間労働の抑制、多様な働き方の普及など職場環境の整

備等、特に女性の母性が尊重され、働きながら安心して子どもを産むことができ

る環境の整備を進めていくことが必要です。

また、性別を理由とする差別的取扱いや、妊娠・出産・育児休業等を理由とす

る不利益取扱い（マタニティハラスメント※）等の根絶など、雇用の分野におけ

る男女の均等な機会及び待遇の確保が不可欠です。

第３章 施策の内容

基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

※ マタニティハラスメント（通称マタハラ）
職場において、妊娠・出産した方に対して、妊娠や出産をしたことが業務上支障を

きたすという理由で、精神的・肉体的な嫌がらせを行う（ひどい場合には、退職にま
で至る）行為を指す言葉です。



- 18 -

第３章 基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

◆施策の方向① 雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

関係機関と連携し、市内事業所等の改善に向けた取組を推進します。

◆施策の方向② 自営業等における男女共同参画の推進

自営業等に携わる女性が、家庭や仕事との両立することができ、また、女性が男性の

対等なパートナーとして経営等に参画できるようにするための取組を推進します。

◇指標

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

1
男女雇用機会均等法※

等の普及・啓発

リーフレット等の窓口への備え付けや、

商工会議所を通じて各事業所等への普

及・啓発を行います。

商工観光課

2
市内事業所への男女

共同参画表彰制度の

周知

千葉県男女共同参画推進事業所表彰制

度について、市内事業所に周知を行いま

す。

企画政策課

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

1
男女雇用機会均等法

等の普及・啓発（再掲）

リーフレット等の窓口への備え付けや、

商工会議所を通じて各事業所等への普

及・啓発を行います。

商工観光課

3
女性認定農業者の推

進

認定農業者制度の周知を行い、女性認定

農業者数の増加を目指し、女性の経営参

画を推進します。

農政課

4
農家での家族経営協

定※の普及推進

経営方針や役割分担、就業環境等につい

て家族間で取り決める「家族経営協定」

の締結を推進し、女性の能力・労力に対

する適正評価や責任ある立場での農業

経営を推進します。

農政課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

4 家族経営協定書の締結件数 60 件 72 件 農政課

※ 男女雇用機会均等法
女性労働者が性別により差別されることなく、また、女性労働者にあっては、母性を尊

重されつつ充実した職業生活を営むことができるようにすることを基本理念とし、事業主
並びに国及び地方公共団体は、基本理念に従って、女性労働者の職業生活の充実が図られ
るよう努めなければならないと規定しています。
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第３章 基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

◆施策の方向③ 意欲と能力を生かす再就職に向けた支援

就労意欲を持つ女性などを支援するための施策を推進します。

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

5
「ジョブ･ナビ･やち

また」による就業支援

女性や若者等の就労や再就職を支援す

るため、求人情報サイト「ジョブ･ナビ・

やちまた」により、情報提供を行います。

商工観光課

6
起業・創業に対する支

援（八街市中小企業資

金融資制度）

市内で、起業･創業しようとする市民に

対して、資金融資等を行います。
商工観光課

7
母子家庭等就労自立

促進事業

千葉公共職業安定所と協定を締結し、児

童扶養手当受給者に対する就労支援を

行います。

子育て支援課

※ 家族経営協定
家族農業経営に携わる各世帯員が、意欲とやりがいをもって経営に参画できる魅力的な

農業経営を目指し、経営方針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境等について、
家族間の十分な話し合いに基づき取り決めるものです。
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第３章 基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

主要課題２ ライフステージに応じた仕事と生活の調和の推進

◆現状と課題

令和２年男女共同参画に関する市民意識調査によると、夫婦の家庭での役割

について「妻が担当している」という回答が過半数を越えたものは、食事の用意

（８０．５％）、掃除・洗濯（７５．９％）、食料品・日用品の買い物（５４．６％）

となっており、家事一般について女性が担当している傾向があります。一方、男

性においては、長時間労働などを特徴とする働き方が依然として根付いており

ます。

このような中で、男女がともに働き方・暮らし方・意識を変革し、互いに責任

を分かち合いながら家事・育児等へ参画し、地域社会への貢献や自己啓発等あら

ゆる場面において活躍できる、仕事と生活の調和が図られた、男女がともに暮ら

しやすい社会の実現が求められています。

また、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する

法律」（いわゆる「育児・介護休業法」）が改正され、令和 4年 4月以降に段階的

に施行されることとなりました。この改正では、男女とも仕事と育児を両立でき

るように、仕事との調整がしやすい柔軟な制度として「出生時育児休業（産後パ

パ育休）」の創設や育児休業を申出しやすい職場環境等の整備、個別周知・意向

確認の措置の義務付け等が盛り込まれています。
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第３章 基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

◆施策の方向① ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和)の普及啓発

多様な働き方がある中で、一人ひとりが能力を十分に発揮することができる社会を目

指し、ワーク・ライフ・バランスの普及啓発を図ります。

◇指標

◆施策の方向② 子育て支援の充実

子育ての負担感などの緩和を図り、安心して子育てができる環境を整備し、地域にお

ける子育て支援を推進します。

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

8
市民へのワーク・ライ

フ・バランスの普及・

啓発

広報やホームページを活用し、市民へワ

ーク・ライフ・バランスの普及・啓発を

行います。

企画政策課

9
市内事業所へのワー

ク・ライフ・バランス

の普及・啓発

ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、

市内事業所に対して関係機関と連携し、

啓発に努めます。

商工観光課

10
市役所の職場環境の

整備

職員が、仕事と家庭生活を両立しやすい

職場の雰囲気や環境の整備を各職場に

働きかけます。

総務課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

8
広報誌を利用したワーク・ライフ・

バランスの啓発
未実施 年１回以上

企画

政策課

8
ホームページを利用したワーク・ラ

イフ・バランスの啓発
未実施 年１回以上

企画

政策課

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

11
多様な働き方を支援

するための保育の充

実

保育園における延長保育、産休明け保

育、一時預かり事業の実施内容等の充実

を図ります。

子育て支援課

12
保育園開放事業の充

実

おやこの遊び・交流の場として、市内の

各保育園で遊戯室と園庭を開放します。
子育て支援課

13
私立保育園施設整備

事業の充実

待機児童を解消するため、私立保育園が

行う施設整備に要する費用の一部を補

助します。

子育て支援課
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第３章 基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

14
私立幼稚園における

延長保育の推進

長時間預かりを行っている私立幼稚園

に対し、運営費の補助等を行い、待機児

童の解消を図り、安心して子育てできる

体制を整備します。

子育て支援課

15
地域子育て支援拠点

事業(子育て支援セン

ター)の充実

親子の交流場所、育児情報の交換・相談

の場所、遊ぶ場所を提供し、子育て親子

を支援します。

子育て支援課

16
ファミリー・サポー

ト・センター事業の実

施

子どもの預かり等の援助を希望する人

と援助を行う人との相互援助活動に関

する連絡・調整を行います。

子育て支援課

17 子育て支援の充実

妊娠中や子育て中の方の交流の場であ

るおやこサロン「ひまわり」の周知を図

るとともに、子育て支援サポーターによ

る子育て等に関する相談、子育て関連情

報の提供を行います。

子育て支援課

18
放課後児童健全育成

事業(児童クラブ)の

充実

保護者の就労等により、放課後に留守家

庭となる児童の健全な育成を図るため、

児童クラブを運営します。

子育て支援課

19
乳幼児に配慮した公

共施設の整備

公共施設等において、幼い子どもを連れ

た方でも利用しやすいように、ベビーカ

ーや授乳室を設置します。

財政課

20 子ども医療費の助成

子どもの保健対策の充実及び保護者の

経済的負担の軽減等を図るため、子ども

の保険診療分の医療費を助成します。

健康増進課

21
高校生等医療費の助

成

高校生等の保健対策の充実及び保護者

の経済的負担の軽減を図るため、高校生

等の保険診療分の医療費を助成します。

健康増進課

22 母子歯科保健の推進
乳幼児を対象に、歯科健康診査の実施・

指導を行います。
健康増進課

23
子どもの「食」教室の

実施

子どもの食行動を家族全体で改善し、親

子で「食」を通じたふれあいを築く支援

を行います。

健康増進課

24 幼児健康診査の実施

身体発育及び精神発達面から総合的な

健康診査を実施し、その結果に基づき適

切な指導を行います。

健康増進課
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第３章 基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

◇指標

◆施策の方向③ 男性を含めた働き方の見直しの推進

男性の育児休業の取得促進など、男性を含めた働き方の見直しに努めます。

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

25 予防接種の推進

感染症の発生及び重症化やまん延を予

防し、公衆衛生の向上に寄与し、健康増

進を図ります。

健康増進課

26
乳幼児と保護者のた

めのおはなし会の実

施

絵本やわらべうたを通じて保護者と乳

幼児が良好な関係を結べるよう支援し

ます。

図書館

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

13 待機児童数（保育園） 31 人 0人
子育て

支援課

15 子育て支援センター数 3ヵ所 5 ヵ所
子育て

支援課

18 児童クラブ受入可能児童数 610 人
現状維持を

目指します

子育て

支援課

22 むし歯のない３歳児の割合 82.2％ 85％以上
健康

増進課

23
子どもの「食」教室受講者数

の増加

新型コロナウイルス感染

症の影響により未実施

（令和元年度：11 人）

定員の

80％以上

健康

増進課

24 幼児健康診査受診率の向上
1 歳 6 ヶ月 91.5％

3 歳児 92.9％
95％

健康

増進課

26
麻しん風しん混合予防接種

の接種率
1期 92.6％ 95％

健康

増進課

26
乳幼児向けおはなし会参加

者数
257 人 400 人 図書館

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

27
市職場における男性

職員の育児参加等の

推進

育児休業や育児のための休暇、介護休暇

等の制度周知に努め、職場及び職員の意

識改革を進めます。

総務課

28
育児休業・介護制度の

普及・啓発

育児休業・介護休業制度※など、各種休

暇制度の普及に努めます。
商工観光課
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第３章 基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

◇指標

◆施策の方向④ 家庭生活における男女共同参画の推進

男女共同参画の意識を広く普及・浸透させるために、家庭生活において男女共同参画

についての理解の推進を図ります。

◇指標

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

27 男性職員の育児休業取得の状況 2人 毎年度１人以上 総務課

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

29
講座教室等開催事

業の充実

男女共同参画の視点に立った各種講座教室

等の開催に努め、男女共同参画の視点に配

慮し日程や内容の検討を行い、誰もが参加

しやすい講座づくりを目指します。

中央公民館

30
家庭教育学級の充

実

幼児、小・中学校の保護者を対象に、子供

の成長に伴う理解や保護者の役割など、家

庭教育の重要性を学ぶ学習機会の充実を図

ります。

社会教育課

31
家庭教育講演会の

開催

講演会を通じて、子育てや家庭・家族の役

割について理解を深め、家庭教育の重要性

を再認識するとともに、家庭の教育力の回

復を図ります。

社会教育課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

29 各種公民館主催学習講座 年 6 講座 年 20 講座
中央

公民館

※ 育児・介護休業法
育児休業と介護休業の制度の設置、子の養育と家族介護を行う労働者に対して、事業主

が行わなければならない勤務時間などに関する措置や支援措置について定めています。こ
れにより、育児・介護を行う労働者の雇用の継続や再就職の促進を図り、職業生活と家庭
生活の両立に寄与することを通じて、その福祉の増進と経済・社会発展に資することを目
的としています。



- 25 -

第３章 基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

◆施策の方向⑤ 地域活動における男女共同参画の推進

男女ともに、様々な地域活動に積極的に参加することで、お互いに支え合い、一人ひ

とりが大切にされる社会を目指します。

◇指標

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

32
ＮＰＯ活動やボラン

ティア活動に関する

情報の提供

ＮＰＯ、ボランティア活動等、市民活動

の促進に関する情報提供に努めます。
市民協働推進課

33
まなびぃガイドの充

実

まなびぃガイドを充実させて、老若男女

がいつでもどこでも楽しく学び活動す

る生涯学習を推進します。

社会教育課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

33 まなびぃガイド発行回数 年 2回 年 2回
社会

教育課
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第３章 基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

主要課題３ 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進

◆現状と課題

政策・方針決定過程に男女が共同して参画する機会が確保されることは、男女

があらゆる分野において利益を享受することができ、ともに責任を担うべき男

女共同参画社会を実現するためには、とても重要です。

本市においても、女性の参画は様々な分野で進めてきていますが、政策・方針

決定過程への女性の参画は十分とは言えず、審議会の女性委員の比率は令和２

年 4月 1日現在で２１．５％であり、県内平均の２７．８％と比べると低い状況

となっています。

ＳＤＧｓのターゲットの１つとして「政治、経済、公共分野でのあらゆるレベ

ルの意思決定において、完全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダーシッ

プの機会を確保する」とあり、また、平成２８年４月に施行された「女性の職業

生活における活躍の推進に関する法律」には、これまでの取組を進めてもなお、

女性の力が潜在化している現状を踏まえ、令和４年４月から一般事業主行動計

画の策定・届出義務の対象が拡大されます。

このような状況を踏まえ、多様な人材の能力活用等の観点から、重要な担い手

としての女性の役割を認識し、女性の活躍の機会を拡大することが重要です。
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第３章 基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

◆施策の方向① 市政における男女共同参画の推進

審議会への女性の登用や市職員の女性管理職登用を推進します。

◇指標

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

34
審議会等への女性委

員登用の推進

各種審議会等委員への女性の積極的な

登用を推進します。

企画政策課

関係各課

35
管理職への女性登用

の推進

性別に関わりなく、適切な人事管理を行

う中で、女性の管理職への登用を推進し

ます。

総務課

36 職員研修の充実

男女とも個々の能力開発を進め、行政の

諸課題に対応できる人材の育成を図る

ため、職員研修を充実します。

総務課

37
市女性職員の活用・職

域拡大の推進

女性職員を幅広いポストへの配置など、

女性職員の活用・職域拡大等を促進しま

す。

総務課

38
「八街市特定事業主

行動計画」の推進

女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律に基づき「八街市特定事業主

行動計画」を策定し、職場環境を整備し

ます。

総務課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

34 審議会等の女性委員の割合 21.40％ 25.00％
企画政策課

関係各課

34 女性委員のいない審議会等の数 11 5
企画政策課

関係各課

35
管理的地位にある職員(本庁)に

占める女性職員(本庁)の割合
16.30％

増加を

目指します
総務課
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

主要課題４ あらゆる暴力の根絶

◆現状と課題

個人の人権に対する最大の侵害である暴力は、どのような形であっても、また、

どのような理由があっても許されるものではありません。

特に、パートナーからの暴力（ドメスティック・バイオレンス（以下「ＤＶ」

という。））は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、また、社会的地

位や経済力の格差など男女がおかれてきた社会的・構造的な問題が背景となり、

多くの場合、女性が被害者となっています。

そして、ＤＶは、その多くが家庭内で起こるため、周囲も気づかないうちに暴

力がエスカレートしたり、言動や態度による精神的な暴力のように外部からそ

の発見が困難で、長期間にわたって顕在化しないことから被害が深刻化しやす

いという特性があります。また、同居している子どもへの虐待が行われている場

合も多く、子どもの成長に重大な影響を及ぼします。

ＤＶを許さない社会を実現することは、人権の擁護と男女共同参画社会を実

現する上からも、最優先で取り組むべき課題です。

暴力を生まないための予防教育をはじめとした暴力を容認しない社会風土の

醸成など根絶のための基盤づくりの強化を図るとともに、「配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護等に関する法律」（いわゆる「ＤＶ防止法」）をはじめとす

る関係法令の周知徹底及び厳正な執行に努めます。

なお、この主要課題８は、ＤＶ防止法第 2 条の 3 第 3 項に基づいた配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画

「市町村基本計画」として位置づけています。

基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

◆施策の方向① ＤＶの根絶と被害者への支援

ＤＶを容認しない社会風土を醸成するための啓発を強化します。また、被害者

の相談体制の充実や被害者に対する支援の拡充を図ります。

◇指標

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

39
ＤＶ防止に関する広

報啓発

「女性に対する暴力をなくす運動」など

で、ＤＶ防止のための啓発活動や、広報

によりＤＶ被害者に向けた情報提供を

行います。

子育て支援課

40
ＤＶ被害者の生活支

援

ＤＶ被害者が安定した生活を行えるよ

う、支援体制の整備や関係機関との連携

を行います。

子育て支援課

41 ＤＶ相談体制の充実

研修等の参加により、婦人相談員等の資

質向上をはかり、ＤＶ相談体制を充実し

ます。

子育て支援課

42
緊急時における安全

の確保

ＤＶ被害者の緊急時における安全を確

保するため、関係機関との連携を図り、

一時保護の支援を行います。

子育て支援課

43

住民基本台帳事務に

おけるＤＶ及びスト

ーカー行為等の被害

者支援措置の実施

ＤＶ及びストーカー行為等の被害者の

保護を図るため、本人及びその家族につ

いての住民基本台帳の閲覧･住民票及び

戸籍の付票の写しの交付を制限します。

市民課

44

戸籍事務におけるＤ

Ｖ及びストーカー行

為等の被害者支援措

置の実施

ＤＶ被害者等が届け出た戸籍法に基づ

く届出書類について、被害者からの申入

書を届出書に添付して、管轄法務局や関

係市町村に送致し、被害者の住所･電話

番号などの連絡先などが覚知されない

よう配慮します。

市民課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

39
広報掲載や啓発物の配布による DV

防止の啓発や、相談窓口の周知回数
年 1 回 年 1回以上

子育て

支援課

39
DV を受けたときに相談した方の割合
(男女共同参画社会に関する市民意識調査)

24.30％ 増加を目指します
子育て

支援課

40 DV マニュアル 未作成 作成
子育て

支援課
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

◆施策の方向② 児童虐待の根絶と被害者への支援

児童虐待を効果的に防止する対策を重点的に講ずるとともに、被害にあった

子どもが必要な相談・支援を受けられる体制を整備します。

◇指標

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

45
児童虐待対応に係る

関係機関・団体との連

携強化

児童虐待の早期発見や、各機関での適切

な支援が行えるよう、関係機関の連携を

強化します。

子育て支援課

46
児童虐待相談体制の

充実

家庭児童相談員等が研修の参加により、

多様な相談に適切に対応します。
子育て支援課

47
児童虐待防止に関す

る広報啓発

児童虐待防止月間などで、児童虐待防止

に関する広報掲載や啓発物の配布を行

います。

子育て支援課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

45
要保護児童等対策地域協議会の開催

代表者会議
年 1回 年 1回

子育て

支援課

45
要保護児童等対策地域協議会の開催

実務者会議
年 3回 年 3回

子育て

支援課

47
児童虐待防止に係る広報掲載及び

啓発物配布
年 1回 年 1 回以上

子育て

支援課
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

主要課題５ 誰もが安心して暮らせる環境の整備

◆現状と課題

近年の八街市の高齢者人口(65 歳以上の人口)の割合は上昇を続けており、令

和 2年国勢調査では 31.4％となり、市民のおよそ 3人に 1人は高齢者です。

少子高齢化が進む中、高齢期の男女が社会参画の機会を持ち、自立し、活き活

きと安心して暮らせる地域社会づくりや環境整備が必要となっています。高齢

社会を豊かで活力あるものにしていくためには、高齢者が社会を支える重要な

一員として、積極的に社会参画したり、生活を楽しめる環境づくりを充実してい

くことが必要です。

また、障がいのある人が、男女を問わず、地域の中で自立した生活を送り、社

会の構成員として積極的に社会参加していくためには、障がいのある人の自己

決定や自己実現を支援するための仕組みを構築し、福祉サービスの充実と地域

基盤の整備を図ることが必要です。

ひとり親家庭では、仕事・家事・子育てを、母親か父親のいずれかが全て担う

必要があり、経済・教育・健康面などで不安や負担が大きくなっています。ひと

り親家庭の生活安定と、養育される子どもの健全な成長のため、個々の態様に応

じた自立支援が必要です。

更に、外国人市民が、言語の違い、文化・価値観の違い、地域における孤立等

の困難な状況に置かれている場合があることに留意し、外国人が安心して生活

し、活躍できる多文化共生施策を総合的に推進することが必要です。
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

◆施策の方向① 高齢者の自立した生活に対する支援

高齢者が、家庭や地域で安心して暮らせる環境を整備します。

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

48
高齢者の健康づくり

の推進

各種健康診査、生活習慣病予防等の健康教

育、健康相談等の充実のほか、運動教室等

を実施します。

高齢者福祉課

健康増進課

49
高齢者福祉サービス

の充実

緊急通報装置の貸与や、配食サービス、寝

たきり高齢者等へのおむつ給付等、在宅高

齢者へのサービス充実に努めます。

高齢者福祉課

50
介 護 保 険 事 業 の 広

報・啓発

介護保険事業についての広報・啓発活動を

強化します。
高齢者福祉課

51
介護保険事業サービ

スの充実

介護保険事業における利用者ニーズの変

化に対応したサービス供給体制の充実を

図りながら、サービスの質の確保・向上を

図ります。

高齢者福祉課

52 介護予防の推進

自立支援のため、身体機能の維持や重度化

の防止を図り、生活機能を向上させるため

の介護予防を推進します。

高齢者福祉課

53 相談体制の整備
福祉や介護に関する相談に応じ、必要なサ

ービスにつなげる支援を行います。
高齢者福祉課

54
高齢者の学習機会・情

報の提供

千葉県生涯大学校の案内を行い、学習意欲

のある高齢者の学習機会の場、情報を広く

提供します。

高齢者福祉課

55
高齢者虐待防止対策

の充実

虐待を受けた高齢者の相談に応じ、高齢者

本人及び養護者に対し、支援を行います。
高齢者福祉課

56
高齢者生きがい対策

事業の実施

高齢者が健康で生きがいを持って暮らし、

積極的に地域社会活動に参加できるよう

に、各種スポーツ大会・芸能大会等の支援

を行います。

高齢者福祉課

57
男女共同参画の視点

に立った高齢者の学

習機会・情報の提供

高齢者対象の学習機会等の情報を広く提

供します。また、高齢者を対象とした講座

を実施します。

中央公民館

58
高齢者への就労支援

の充実

能力と経験を併せ持つ高齢者の就労機会

の確保を図るため、シルバー人材センター

等への活動を支援します。

商工観光課
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

◇指標

◆施策の方向② 障がい者の自立した生活に対する支援

障がい者が、家庭や地域で安心して暮らせる環境を整備します。

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

59
ユニバーサルデザイ

ン※の推進

誰もが安全で快適に通行できるよう、ユニ

バーサルデザインを取り入れた歩道や道

路の整備を推進します。

道路河川課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

56 シニアクラブ加入者数 1,249 人 1,704 人
高齢者

福祉課

57 生きがい短期大学
新型コロナウイルス感染

症の影響により未実施

（令和元年度：33 講座）
34 講座

中央

公民館

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

60
障がい者自立支援給

付事業の実施

関係機関と連携し、利用者の希望を考慮

し、介護給付等のサービスを提供しま

す。

障がい福祉課

61
障がいのある人への

の就労支援の充実

福祉的就労の場の提供や関係機関と連

携を図り、一般企業への雇用の啓発を推

進します。

障がい福祉課

62
成年後見人申立事業

の実施

障がい者本人の意思を尊重し、地域で安

心して暮らせるよう保護し、支援しま

す。

障がい福祉課

63
福祉の生活環境の整

備

安心して地域で生活ができるよう住宅

の改修や確保、外出しやすい生活環境が

整備できるよう支援します。

障がい福祉課

64
こころの健康相談の

充実

こころの悩みや不安について、専門スタ

ッフが相談に応じます。
障がい福祉課

※ ユニバーサルデザイン
すべての人にとって使いやすいように初めから意図して作られた製品・情報・環境の

デザインのことです。
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

◆施策の方向③ 困難を抱えた人々への支援

外国人市民やひとり親世帯等の実情に応じ、様々な支援を行います。

◇指標

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

65
在住外国人への情報

提供

くらしの便利帳の外国版の作成、ホーム

ページの外国語表記など、外国人への情

報提供の充実に努めます。

秘書広報課

66
ごみカレンダー多言

語版の配布

ごみカレンダーの日本語表記以外のも

のを作成し、配布します。
クリーン推進課

67
母子父子寡婦福祉資

金の貸付相談の実施

母子・父子世帯及び寡婦世帯の経済的自

立を応援するために、貸付の相談を実施

します。

子育て支援課

68
ひとり親家庭等医療

費の助成

母子家庭・父子家庭等に健康保険が適用

となる医療費や調剤費を助成します。
子育て支援課

69
母子家庭等自立支援

給付金の支給

ひとり親家庭の父母の自立を支援する

ため、当該父母が雇用保険制度の教育訓

練給付の指定教育訓練講座等を受講し

た際の費用の一部を助成します。

子育て支援課

70 児童扶養手当の支給

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を

助け、児童福祉の増進を図ることを目的

として児童扶養手当を支給します。

子育て支援課

71
ひとり親家庭の保育

所・児童クラブへの入

所の配慮

ひとり親家庭の親が就業等を安心して

行えるように、保育所・児童クラブへの

優先入所に配慮します。

子育て支援課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

65
ホームページ・くらしの便利帳の

外国語表記
ホームページ：達成

くらしの便利帳：未達成

くらしの便利帳を

発行する際に検討

秘書

広報課
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

主要課題６ 生涯を通じた健康づくりの推進

◆現状と課題

男女が互いの身体的性差を十分に理解し合い、人権を尊重しつつ、相手に対す

る思いやりを持って生きていくことは、男女共同参画社会の形成に当たっての

前提といえます。心身及びその健康について正確な知識・情報を入手することは、

主体的に行動し、健康を享受できるようにしていくために必要です。特に、女性

は妊娠・出産など生涯を通じて男性とは異なる健康上の問題に直面することに

留意する必要があります。

これらの観点から、男女が互いの性差に応じた健康についての理解を深めつ

つ、男女の健康を生涯にわたり包括的に支援するための取組、男女の性差に応じ

た健康を支援するための取組を総合的に推進することが必要です。
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

◆施策の方向① 生涯を通じた男女の健康支援の推進

男女の性差に応じた健康を支援するための取組を推進します。

◇指標

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

72 各種検診の実施
男女の健康づくりに向けて、成人の検診

を実施します。
健康増進課

73 健康手帳の交付

市民の健康意識を高め、保健事業相互間

の情報交換に役立てるために、４０歳以

上の方に健康手帳を配付します。

健康増進課

74
健康相談・街の健康相

談室の実施

心身の健康に関する相談に応じ、指導を

行います。また、食生活を見直し、測定

や相談を行います。

健康増進課

75 各種健康教育の充実

生活習慣病についての理解を深め、日常

生活での改善を図り、生活習慣病を予防

し、健康の保持増進を図ります。

健康増進課

76
訪問指導・在宅訪問歯

科診療の実施

訪問による保健指導や歯科診療が必要

な方に対して、個々のケースに応じた指

導等を行います。

健康増進課

77
保健推進員活動の充

実

各種検診等の普及・推進や健康保持増進

に必要な知識・技術の普及のため、伝達

講習会等を実施します。

健康増進課

78
性差医療※に関する

情報の収集・提供

女性と男性の身体の仕組みの違いを考

慮して行う性差医療について、相談や情

報の収集・提供を行います。

健康増進課

79 自殺対策の推進
自殺死亡者率の減少を目指して、健康相

談や情報提供を行います。
健康増進課

80
薬物乱用防止対策の

推進

健康に重大な影響を及ぼす薬物の乱用

防止のため、啓発活動を通じ、市民の薬

物乱用防止意識の高揚を図ります。

健康増進課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

72 成人検(健)診平均受診率 25％ 増加を目指します
健康

増進課

73～

76

疾病予防に関する相談・教室等の参

加者数
228 人 500 人

健康

増進課
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

◆施策の方向② 安心して妊娠・出産等できる環境づくりの推進

妊娠・出産期は、女性の健康支援にとっての大きな節目であり、地域において安心・

安全に子どもを産み育てることができるよう、妊娠・出産等の支援体制を構築します。

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

77
保健推進員による伝達講習会・健康増

進課事業における伝達活動参加者数
49 人 1,200 人

健康

増進課

79 自殺死亡率
(人口動態統計に基づく人口 10万人当たりの自殺者数)

13.20％
減少を

目指します

健康

増進課

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

81
妊産婦・新生児訪問、

こんにちは赤ちゃん

訪問の実施

妊産婦・新生児・乳児に訪問指導を行い、

新生児や乳幼児の健全育成を図り、養育

者の育児不安の解消に努め、安心して子

育てができるように支援します。

健康増進課

82
妊娠届出・母子健康手

帳の交付

妊娠から出生及び６歳までの乳幼児の

健康状態や健診結果、予防接種状況を記

録し、健康管理の推進を図ります。

健康増進課

83
母親学級「ママになろ

う！ハッピールーム」

の実施

妊婦、パートナーや家族を対象に、妊

娠・出産・育児に対しての正しい知識を

普及し、子育てに対する不安解消と家族

の育児協力体制を作ります。

健康増進課

84 産後ケア事業

出産後の母子の心身の回復と安定を促

進し、母親の育児不安の解消とセルフケ

ア能力を育むことで母子とその家族が

安心して子育てができるように支援し

ます。

健康増進課

85 はちみつ ROOM

地域での孤立化を予防し、子育て世帯の

育児を支援するため、安心感を醸成する

ことのできる場・気分転換できる場を提

供します。

健康増進課

※ 性差医療（Gender specific medicine： GSM）
性差医療とは、男女の様々な差異により発生する疾患や病気の差異を念頭に置いて行う

医療のことです。
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

◇指標

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

81
妊産婦・新生児訪問、こんにちは

赤ちゃん訪問率の向上
97.60％ 99％

健康

増進課

83
母親学級の募集数に対しての参加

者数
77.50％ 100％

健康

増進課
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

主要課題７ 男女共同参画の視点に立った防災・防犯対策の推進

◆現状と課題

災害は、地震・津波・風水害等の自然現象(自然要因)とそれを受け止める側の

社会の在り方(社会要因)により、その被害の大きさが決まってくると考えられ

ています。自然要因をコントロールすることはできませんが、災害を小さくする

ためには社会要因による災害時の困難を最小限にする取組が重要となります。

東日本大震災以降も令和元年度の台風や集中豪雨等激しい自然災害が発生し

ている中で、男女共同参画の視点を踏まえることが重要であり、男女のニーズの

違い等に配慮できるよう様々な意思決定過程への女性の参画が求められます。

特に災害時には、平常時における社会の課題が一層顕著になって現れるため、平

常時からの男女共同参画社会の実現が、防災を円滑に進める基盤となります。

災害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復をはかる「減災」の考え方を基本

理念とし、国の「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点からの

防災・復興ガイドライン～」等に基づき、女性が重要な役割を果たしていること

を認識するとともに、防災に係る意思決定の場における女性の参画が重要です。

また、犯罪により不当に人権が侵害されることがあってはなりません。男女の

性差に関わらず、全ての個人の人権が尊重され、差別や偏見のない社会を築いて

いくため、男女共同参画の視点を取り入れた防犯対策を推進していく必要があ

ります。

避難所や災害ボランティア活動の場においても、男女の違いや子育て家庭等

のニーズが十分配慮されず、必要な物資や支援が提供されない場合や女性や子

どもが暴力被害に遭う場合もあることを踏まえ、未然防止として男女双方の視

点に立ったルールづくりが必要となっています。
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

◆施策の方向① 男女共同参画の視点を取り入れた防災対策の推進

防災において、女性が重要な役割を果たしていることを認識し、防災に係る意思決定

の場における女性の参画を推進します。

また、女性と男性では災害から受ける影響に違いが生じることに配慮し、男女共同参

画の視点から、事前の備え・避難所運営等を実施します。

◇指標

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

86
男女共同参画の視

点を取り入れた防

災計画づくり

地域防災計画が、十分に女性の視点を盛り

込んだ計画となっているかを点検し、必要

に応じて見直しを行います。

防災課

87

男女共同参画の視

点を取り入れた避

難所運営マニュア

ルづくり

避難所運営マニュアルについて、必要に応

じて見直しを行います。
防災課

88

男女共同参画の視

点を取り入れた防

災用品の整備(備

蓄倉庫)

市が備蓄する防災用品について、必要とな

る品目が整備されているかを女性の視点か

ら点検し、必要に応じ整備を行います。

防災課

89
女性消防団員の推

進

女性消防団を増やし、防災の現場における

女性の参画拡大の一層の推進を図ります。
防災課

90
自主防災組織の育

成

各自治会等において、防災意識を持ち、自

主的に活動できるように講話を開催しま

す。

防災課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

87 避難所運営マニュアルの見直し 実施 実施 防災課

90 自主防災組織の結成数(累計) 15 団体 16 団体 防災課
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第３章 基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

◆施策の方向② 男女共同参画の視点を取り入れた防犯対策の推進

男女共同参画の視点を取り入れた防犯対策を推進し、安心して暮らせるまちづくりに

努めます。

◇指標

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

91
防犯パトロール活

動の推進

新たな防犯パトロール隊の結成に向けた支

援体制を整えます。

また、移動交番の設置、青色パトロールカ

ーによる防犯パトロール等により防犯体制

を強化します。

防災課

92
防犯カメラ設置の

推進

市内に防犯カメラを設置し、市民を見守る

とともに街頭犯罪の抑止効果を高めます。
防災課

93 LED 防犯灯の設置
市内全域における防犯対策として、防犯灯

を設置します。
防災課

94 防犯情報の提供

犯罪被害に遭わないよう注意喚起するた

め、犯罪被害発生情報や不審

者情報など、正確な情報を迅速に提供しま

す。

防災課

95
交通安全活動の推

進

交通安全団体を支援し、協働して、街頭啓

発などの交通安全活動を実施します。

広報、メール配信等の媒体を活用した交通

安全に係る情報提供を行います。

防災課

96
子ども 110 番の家

支援事業の充実

地域で子どもを守る「子ども 110 番の家」

活動を支援し、協力家庭の増加や周知を行

います。

社会教育課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

93 ＬＥＤ防犯灯の設置数 6400 6700 防災課
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第３章 基本目標Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備

主要課題８ 男女共同参画の意識づくり

◆現状と課題

男女共同参画社会とは、男女が互いにその人権を尊重しつつ、ともに責任も分

かち合い、男性も女性も個性と能力を十分に発揮することができる社会のこと

です。しかしながら、人々の意識や慣習の中には、根強く固定的な性別役割分担

意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）が存在しています。また、

表立って性別の区分を設けていないものであっても、性別を理由に自由な活動

を選択しにくくしていたり、男女の扱いが不平等なものになっていたりする場

合があります。

全ての人が職場、地域、家庭などあらゆる場面で活躍し、平等と感じられる社

会を実現するためには、女性だけでなく、男性、高齢者、若者、子ども等あらゆ

る人々に対する男女共同参画の意識づくりが必要です。

男女共同参画社会を実現していく上で、固定的な性別役割分担意識、性差に対

する偏見の解消や人権尊重を基盤とした男女平等観の形成などが大きな課題と

なっています。

基本目標Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備
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第３章 基本目標Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備

◆施策の方向① 男女共同参画・人権問題に関する啓発活動の推進

男女共同参画の理解と意識づくりに向けた、広報・啓発活動を推進します。

◇指標

◆施策の方向② 男女共同参画に関する調査研究、情報の収集・整備・提供

市民の男女共同参画に関する意識や現状及び課題を把握するための調査研究及び男

女共同参画に関する情報の収集・整備・提供を行います。

◇指標

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

97
広報、ホームページ等

による男女共同参画

の啓発

広報、ホームページを活用し、男女共同

参画社会の実現に向けた広報・啓発活動

を推進します。

企画政策課

98
人権尊重についての

広報・啓発

広報による人権週間の周知や人権擁護

委員の人権啓発活動をサポートします。

また、人権相談の周知を図ります。

総務課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

97 広報等による男女共同参画の啓発 年４回 年４回以上
企画

政策課

97

｢男性は仕事、女性は家事･育児｣と

いった固定的性別役割分担意識を

持たない人の割合
(男女共同参画社会に関する市民意識調査)

52.40％ 55.00％
企画

政策課

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

99
市民の男女共同参

画に関する意識調

査の実施

市民の男女共同参画に関する意識や課題を

把握するため、市民意識調査を実施します。
企画政策課

100
市職員の男女共同

参画に関する意識

調査の実施

市職員の男女共同参画に関する意識や課題

を把握するため、市民意識調査を実施しま

す。

企画政策課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

99
市民の男女共同参画に関する意識

調査の実施
現計画中に１回

現計画中に１回

以上

企画

政策課

100
市職員の男女共同参画に関する意

識調査の実施
現計画中に１回

現計画中に１回

以上

企画

政策課
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第３章 基本目標Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備

主要課題９ 一人ひとりを大切にする教育・学習の充実

◆現状と課題

男女共同参画社会を実現するためには、男女がともに自立して個性と能力を

発揮し、社会形成に参画する必要があり、その基礎となるのが、教育・学習です。

令和２年男女共同参画に関する市民意識調査によると、学校教育の場での男女

平等意識に関して、「平等」と感じる人の割合が約５割を占め、他の分野に比べ

ると相対的に男女の平等意識が高い水準となっています。より一層の男女共同

参画についての理解を深めるためには、学校・家庭・地域・職場など社会のあら

ゆる分野において、相互の連携を図りつつ、男女とも一人ひとりが思いやりと自

立の意識を育み、男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実を図ることが重

要です。
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第３章 基本目標Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備

◆施策の方向① 学校教育等における男女共同参画の推進

一人ひとりの個性や能力を伸ばし、男女共同参画や人権尊重の理念を身につける学習

環境を整備します。

◇指標

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

101 教育相談の充実

充実した学校生活や学習支援を実現し、よ

り開かれた学校づくりを推進していくため

に、カウンセラーによる相談体制の充実を

図ります。

学校教育課

102 教職員研修の充実

男女共同参画や人権教育に関する研修を充

実し、教職員の育成と、学校教育の充実に

努めます。

学校教育課

103
適切な性教育の実

施

小・中学生に対して、性教育の授業の実施、

講演会の実施等により、発達段階に応じた

適切な性教育指導を行います。

学校教育課

104
薬物乱用防止対策

の推進

小・中学生に対して、健全育成講話や授業

の中で薬物乱用防止について指導します。

また、教職員への研修も充実します。

学校教育課

105
学校における男女

平等教育の推進

人権尊重教育の一環として、男女平等につ

いて学ぶ授業を行います。
学校教育課

106 家庭教育相談事業

家庭教育相談員が、乳幼児教育に関するこ

とや、学校生活・交友関係の心配ごとに関

する相談を実施します。

社会教育課

107
思春期健康教育事

業

小・中学生男女を対象に、命の大切さ、性

感染症や二次性徴に関する正しい知識を身

につけ、お互いの性の理解を深め、望まし

い性行動について理解を促します。

健康増進課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

102 学校人権教育研修会 年 1回 年 1回
学校

教育課

104
薬物乱用防止についての児童・生

徒・職員への研修
年 4回 年 4回

学校

教育課

107 思春期保健講演会 年 1回
年 1 回（市内小中

学校全校各 1 回）

健康

増進課
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第３章 基本目標Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備

◆施策の方向② 社会教育等における男女共同参画の推進

男女共同参画の意識を広く普及・浸透させるために、社会教育等において男女共同参

画についての理解の推進を図ります。

◆施策の方向③ 国際理解と国際交流の推進

市内の外国住民人口総数は、令和３年３月末現在で約２，６００人と数多くの外国人

が住んでいます。国際化が更に進展する中で、市内に暮らす外国人が安心して生活でき

る地域社会づくりを目指します。

◇指標

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

108
社会教育振興大会

の開催

青少年や成人を対象とした組織的な教育活

動である社会教育活動に取り組んでいる人

や市民が集う場として、社会教育功労者の

表彰・成果の発表・講演を行います。

社会教育課

109 輝く女性の研修会
市民(女性)が元気になる講演会を開催し、

明るい街づくりを目指します。
社会教育課

事業 N0, 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

65
在住外国人への情

報提供（再掲）

くらしの便利帳の外国版の作成、ホームペ

ージの外国語表記など、外国人への情報提

供の充実に努めます。

秘書広報課

110 国際理解の推進
国際関係団体と連携して、市民の国際感覚

の醸成を促します。
企画政策課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

65
ホームページ・くらしの便利帳の

外国語表記（再掲）
ホームページ：達成

くらしの便利帳：未達成

くらしの便利帳を

発行する際に検討

秘書

広報課



- 47 -

第４章 推進体制

本計画にある広範かつ多岐にわたる取組を着実に展開し、実効性を確保する

ためには、市民や事業所、各種団体等の理解と協力が必要となります。そのため

に、関係機関がそれぞれの機能を十分に発揮するとともに、関係機関間で連携す

ることができるよう、推進体制の整備及び強化に向けた支援の充実やＰＤＣＡ

マネジメントサイクルの考えに基づいた進行管理が必要です。

(1) 市の役割

市は、男女共同参画社会づくりのための施策に取り組み、市民、事業所、教

育関係者等と連携協力し、基本理念に掲げる社会の実現を図ります。

庁内各課と連携し、計画の進行管理をします。また、市職員に対する男女共

同参画の周知及び啓発を行います。

(2) 市民の役割

市民は、男女共同参画についての理解を深め、男女共同参画社会づくりに協

力することをその役割とします。

(3) 国、県との連携強化

国、県と連携を図り、相互協力して効果的な施策の推進に努めます。

千葉県男女共同参画地域推進員を推薦し、地域における男女共同参画社会づ

くりを推進します。

(4) 地域団体・事業所等の役割

地域団体・事業所等は、その事業活動に関し、法律の精神に則り、積極的な

男女共同参画推進に努め、また、市が行う男女共同参画推進の施策に協力する

ことをその役割とします。

(5) 教育関係者の役割

教育を行う過程において、基本理念に配慮する必要があります。

第４章 推進体制
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第４章 推進体制

(6) 計画の適正な進行管理

施策の実施状況や指標の達成度を把握し、評価を行い、適正な進行管理に努

めます。
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指標一覧

指 標 一 覧

基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の推進

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

4 家族経営協定書の締結件数 60 件 72 件 農政課

8
広報誌を利用したワーク・ライフ・バラ

ンスの啓発
未実施 年１回以上

企画

政策課

8
ホームページを利用したワーク・ライ

フ・バランスの啓発
未実施 年１回以上

企画

政策課

13 待機児童数（保育園） 31 人 0 人
子育て

支援課

15 子育て支援センター数 3 ヵ所 5ヵ所
子育て

支援課

18 児童クラブ受入可能児童数 610 人
現状維持を

目指します

子育て

支援課

22 むし歯のない３歳児の割合 82.2％ 85％以上
健康

増進課

23 子どもの「食」教室受講者数の増加
新型コロナウイルス感染

症の影響により未実施

（令和元年度：11 人）

定員の

80％以上

健康

増進課

24 幼児健康診査受診率の向上
1 歳 6 ヶ月 91.5％

3 歳児 92.9％
95％

健康

増進課

26 麻しん風しん混合予防接種の接種率 1期 92.6％ 95％
健康

増進課

26 乳幼児向けおはなし会参加者数 257 人 400 人 図書館

27 男性職員の育児休業取得の状況 2人 毎年度１人以上 総務課

29 各種公民館主催学習講座 年 6講座 年 20 講座
中央

公民館

33 まなびぃガイド発行回数 年 2回 年 2回
社会

教育課

34 審議会等の女性委員の割合 21.40％ 25.00％
企画政策課

関係各課

34 女性委員のいない審議会等の数 11 5
企画政策課

関係各課

35
管理的地位にある職員(本庁)に

占める女性職員(本庁)の割合
16.30％

増加を

目指します
総務課
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指標一覧

基本目標Ⅱ 健康で安全・安心して暮らせる社会づくり

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

39
広報掲載や啓発物の配布による DV防止

の啓発や、相談窓口の周知回数
年 1回 年 1回以上

子育て

支援課

39

DV を受けたときに相談した方の割合

(男女共同参画社会に関する市民意識

調査)

24.30％ 増加を目指します
子育て

支援課

40 DV マニュアル 未作成 作成
子育て

支援課

45
要保護児童等対策地域協議会の開催

代表者会議
年 1回 年 1回

子育て

支援課

45
要保護児童等対策地域協議会の開催

実務者会議
年 3回 年 3回

子育て

支援課

47
児童虐待防止に係る広報掲載及び啓発

物配布
年 1回 年 1回以上

子育て支援

課

56 シニアクラブ加入者数 1,249 人 1,704 人
高齢者

福祉課

57 生きがい短期大学
新型コロナウイルス感染

症の影響により未実施

（令和元年度：33 講座）
34 講座

中央

公民館

65
ホームページ・くらしの便利帳の外国

語表記

ホームページ：達成

くらしの便利帳：未達成

くらしの便利帳を

発行する際に検討

秘書

広報課

72 成人検(健)診平均受診率 25％ 増加を目指します
健康

増進課

73

～

76

疾病予防に関する相談・教室等の参加

者数
228 人 500 人

健康

増進課

77
保健推進員による伝達講習会・健康増

進課事業における伝達活動参加者数
49 人 1,200 人

健康

増進課

79

自殺死亡率

(人口動態統計に基づく人口 10 万人当

たりの自殺者数)

13.20％
減少を

目指します

健康

増進課

81
妊産婦・新生児訪問、こんにちは

赤ちゃん訪問率の向上
97.60％ 99％

健康

増進課

83 母親学級の募集数に対しての参加者数 77.50％ 100％
健康

増進課

87 避難所運営マニュアルの見直し 実施 実施 防災課
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指標一覧

基本目標Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

90 自主防犯組織の結成数(累計) 15 団体 16 団体 防災課

93 ＬＥＤ防犯灯の設置数 6400 6700 防災課

事業 N0, 指 標 名 現状値(R3 年度) 目標値(R8 年度) 担当課

97 広報等による男女共同参画の啓発 年４回 年４回以上
企画

政策課

97

｢男性は仕事、女性は家事･育児｣といっ

た固定的性別役割分担意識を持たない

人の割合

(男女共同参画社会に関する市民意識

調査)

52.40％ 55.00％
企画

政策課

99
市民の男女共同参画に関する意識調査

の実施
現計画中に１回 現計画中に１回以上

企画

政策課

100
市職員の男女共同参画に関する意識調

査の実施
現計画中に１回 現計画中に１回以上

企画

政策課

102 学校人権教育研修会 年 1回 年 1回
学校

教育課

104
薬物乱用防止についての児童・生徒・職

員への研修
年 4回 年 4回

学校

教育課

107 思春期保健講演会 年 1回
年 1回（市内小中

学校全校各 1回）

健康

増進課
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資 料 編



- 53 -

資料編

第３次八街市男女共同参画計画策定経過

時 期 会 議 名 等 ・ 内 容

令和２年８月 男女共同参画社会に関する市民意識調査

令和２年９月 男女共同参画社会に関する職員意識調査

令和３年７月９日(金)

第 1 回 八街市男女共同参画計画策定本部策定本部会及び

策定委員会合同会議（書面開催）

・次期男女共同参画計画のスケジュールについて

・次期男女共同参画計画の基本的な考えについて

令和３年７月１３日(火)

第 1 回 八街市男女共同参画社会づくり推進懇話会

・次期男女共同参画計画のスケジュールについて

・次期男女共同参画計画の基本的な考えについて

・市民及び職員意識調査の結果報告について

令和３年 月 日( )
第 2 回 八街市男女共同参画計画策定本部策定委員会

・重点課題意見交換及び素案提示

令和３年 月 日( )
第 2 回 八街市男女共同参画計画策定本部策定本部会

・重点課題意見交換及び素案提示

令和３年 月 日( )
第 2 回 八街市男女共同参画社会づくり推進懇話会

・重点課題意見交換及び素案提示

令和３年 月 日( )

～令和３年 月 日( )
パブリックコメント手続き実施

令和３年 月 日( )

第 3 回 八街市男女共同参画計画策定本部策定委員会

・パブリックコメントの結果報告

・最終案の提示

令和３年 月 日( )

第 3 回 八街市男女共同参画計画策定本部策定本部会

・パブリックコメントの結果報告

・最終案の提示

令和３年 月 日( )

第 3 回 八街市男女共同参画社会づくり推進懇話会

・パブリックコメントの結果報告

・最終案の提示

令和３年 月 日( )
八街市男女共同参画社会づくり推進懇話会から市長へ提案書の提

出

令和３年 月 日( ) 全員協議会にて市議会議員より意見聴取

令和３年 月 日( ) 庁議承認

令和３年 月 日( ) 第 2 次八街市男女共同参画計画策定
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資料編

第 ３ 次 八 街 市 男 女 共 同 参 画 計 画

策 定 方 針

令和２年５月
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資料編

１ 計画策定の目的

本市では、「男女共同参画社会基本法」に基づく法定計画として、平成２８年度か

ら令和３年度までを計画期間とする「第２次八街市男女共同参画計画（以下「第２次

計画」といいます。)」を策定しており、「男女が互いを尊重し、一人ひとりが大切に

されるまちの実現」を第２次計画の目標とし、諸施策を推進しています。

そして、第２次計画の計画期間が令和３年度末をもって終了することから、第２次

計画の実施状況や課題等を整理・分析するとともに、基本理念等を踏襲して施策等の

深化・充実を図りながら、男女共同参画社会を実現するための計画として、新たに令

和４年度から５年間を計画期間とする「第３次八街市男女共同参画計画（以下「第３

次計画」といいます。）」を策定します。

また、第３次計画においても、第２次計画に引き続き、「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護等に関する法律（いわゆる「ＤＶ防止法」）」における市町村基本計

画に位置づけるとともに、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基

づく市町村推進計画としても位置づけるものとします。

２ 計画の名称

「（仮称）第３次八街市男女共同参画計画」

３ 計画の期間

令和４年度を初年度とし、令和８年度までの５年間を計画期間とします。

４ 策定体制

（１）市民参画

市民との協働によるまちづくりを推進し、より効果的な計画とするため、広く

市民等の意見が反映できるよう、次に掲げる方策のほか様々な手法により意見

聴取を行います。

◇市民意識調査（無作為抽出によるアンケート調査）

市民（2,000 人)を対象として、調査項目による経年変化の把握のほか、男女

共同参画に対する市民の意識調査を行います。

◇市職員意識調査

市職員を対象として、男女共同参画に関する意識調査を実施します。

◇パブリックコメント
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第 3次男女共同参画計画の計画案を公開し、市民から意見を募り、寄せられ

た意見を公表するとともに、計画の策定に活用します。

◇（仮称）男女共同参画推進懇話会

男女共同参画に関する施策の計画策定などの意見をいただくため、学識経験

者や市民団体で構成する「（仮称）男女共同参画推進懇話会」を開催します。

（２）庁内検討体制

第３次計画の策定に当たっては、策定本部会（部課長級）及び策定委員会（課

担当）からなる策定本部を設置し、素案及び計画案を策定します。

（３）市議会との情報共有

第３次計画の策定に当たっては、策定状況等を全員協議会等で報告し、意見を

伺うなど、情報共有を図りながら進めていきます。

５ 策定スケジュール

第３次計画計画は、別紙「第３次男女共同参画計画策定スケジュール」に沿って、

令和３年度中に策定します。

なお、スケジュールについては、適切な進行管理のもと、必要な調整を行います。
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男女共同参画計画策定体制のイメージ図

策定委員会

市長
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第３次男女共同参画計画策定スケジュール

＊そのほか必要に応じて市民意見の聴取に係る施策を実施します。

年 月 内 容

令和２年５月
策定方針の決定

策定本部の設置

６月 第１回策定本部会の開催

７月
市民意識調査の実施

市職員意識調査の実施

３月 第２回策定本部会の開催

令和３年５月 懇話会の設置

６月 懇話会委員の募集・委嘱

７月
第３回策定本部会の開催

第１回懇話会の開催

10 月

第４回策定本部会の開催

第２回懇話会の開催

計画案の作成

11 月 パブリック・コメント手続きの実施

１月

第５回策定本部会の開催

第３回懇話会の開催

懇話会からの提案書の提出

３月 計画の策定
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八街市男女共同参画社会づくり推進懇話会名簿

(◎：委員長、〇：副委員長)

委員氏名 所 属 等

1 鈴 木 美佐子 八街市連合婦人会 会長

2 伊 藤 八千代 八街商工会議所 女性会長

3 伊 藤 恵美子 千葉みらい農業協同組合八街地区 女性部 会長

4 河 野 勝 八街市民生委員・児童委員協議会 会長

5 尾 髙 幸 子 人権擁護委員

6 ○小 山 文 子 千葉県男女共同参画地域推進員

7 本 間 礼 子 八街市母子父子自立支援員及び婦人相談員

8 森 澤 仁 志 八街市小中学校校長会会長

9 舩 木 義 江 公募市民

10 大 塚 史 歩 公募市民

11 月 脚 真理子 公募市民

12 轟 洋 子 千葉県 総合企画部男女共同参画課長

13 ◎會 嶋 禎 人 八街市総務部長

14 吉 田 正 明 八街市市民部長
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八街市男女共同参画社会づくり推進懇話会設置要領

（設置）

第１条 男女共同参画計画を策定するに当たり、市民と協働による計画づくり

を推進するため、八街市男女共同参画社会づくり推進懇話会（以下「懇話会」

という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 懇話会は、男女共同参画社会の実現をめざすため、市民の視点から意

見交換、討議をすることによりその基本的な方向性を明確にし、男女共同参画

計画策定に関する意見を取りまとめ、市長へ提言を行うものとする。

（組織等）

第３条 懇話会は、１５人以内の委員で構成し、次に掲げる者を市長が委嘱す

る。

（１） 行政関係者

（２） 団体関係者

（３） 各種委員

（４） 学識経験者

（５） 市民活動に積極的に取り組んでいる市民

（６） その他市長が必要と認めた者

（任期）

第４条 懇話会委員の任期は、第２条に規定する業務が終了したときまでとす

る。

（委員長及び副委員長）

第５条 懇話会に、委員長及び副委員長各１人を置く。

２ 委員長及び副委員長は、それぞれ委員の互選により定める。

３ 委員長は、懇話会を代表し、会議を総理する。

４ 委員長は懇話会を招集し、会議の議長となる。

５ 副委員長は、委員長を補佐し委員長に事故あるとき、その職務を代理する。
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（市の役割）

第６条 市の役割は次のとおりとする。

（１） 懇話会の開催及び運営を支援する。

（２） 必要に応じて資料、情報等の提供をするとともに、職員を会議に参加

させる。

（庶務）

第７条 懇話会の庶務は、総務部企画政策課において処理する。

（補則）

第８条 この要領に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、委

員長が別に定める。

附 則

この要領は、平成２７年５月７日から施行する。

附 則

この要領は、令和３年６月２５日から施行する。
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○男女共同参画社会基本法

(平成十一年法律第七十八号)

目次

前文

第一章 総則(第一条―第十二条)

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基

本的施策(第十三条―第二十条)

第三章 男女共同参画会議(第二十一条―第二十八

条)

附則

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の

下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取

組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進

められてきたが、なお一層の努力が必要とされている。

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等

我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上

で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち

合い、性別に関わりなく、その個性と能力を十分に発揮

することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課

題となっている。

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実

現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位

置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが

重要である。

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理

念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、

地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関す

る取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を

制定する。

第一章 総則

(目的)

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社

会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会

を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画

社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地

方公共団体及び国民の責務を明らかにするととも

に、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

基本となる事項を定めることにより、男女共同参画

社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目

的とする。

(定義)

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等

な構成員として、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保さ

れ、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的

及び文化的利益を享受することができ、かつ、共

に責任を担うべき社会を形成することをいう。

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男

女間の格差を改善するため必要な範囲内におい

て、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極

的に提供することをいう。

(男女の人権の尊重)

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人として

の尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別

的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を

発揮する機会が確保されることその他の男女の人権

が尊重されることを旨として、行われなければなら

ない。

(社会における制度又は慣行についての配慮)
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第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会に

おける制度又は慣行が、性別による固定的な役割分

担等を反映して、男女の社会における活動の選択に

対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女共

同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあ

ることにかんがみ、社会における制度又は慣行が男

女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響を

できる限り中立なものとするように配慮されなけれ

ばならない。

(政策等の立案及び決定への共同参画)

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対

等な構成員として、国若しくは地方公共団体におけ

る政策又は民間の団体における方針の立案及び決定

に共同して参画する機会が確保されることを旨とし

て、行われなければならない。

(家庭生活における活動と他の活動の両立)

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男

女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、

家族の介護その他の家庭生活における活動について

家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当

該活動以外の活動を行うことができるようにするこ

とを旨として、行われなければならない。

(国際的協調)

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会にお

ける取組と密接な関係を有していることにかんが

み、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に

行われなければならない。

(国の責務)

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参

画社会の形成についての基本理念(以下「基本理念」

という。)にのっとり、男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策(積極的改善措置を含む。以下同

じ。)を総合的に策定し、及び実施する責務を有す

る。

(地方公共団体の責務)

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共

同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた

施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に

応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

(国民の責務)

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会

のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、男

女共同参画社会の形成に寄与するように努めなけれ

ばならない。

(法制上の措置等)

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の

措置その他の措置を講じなければならない。

(年次報告等)

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の

形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策についての報告を提出しなけ

ればならない。

2 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会

の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文

書を作成し、これを国会に提出しなければならな

い。

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関す

る基本的施策

(男女共同参画基本計画)

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関
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する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男

女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画

(以下「男女共同参画基本計画」という。)を定めな

ければならない。

2 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について

定めるものとする。

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の大綱

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項

3 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴い

て、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決

定を求めなければならない。

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があ

ったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公

表しなければならない。

5 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更につ

いて準用する。

(都道府県男女共同参画計画等)

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案し

て、当該都道府県の区域における男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策についての基本的な計画

(以下「都道府県男女共同参画計画」という。)を定

めなければならない。

2 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項につ

いて定めるものとする。

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講

ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の大綱

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域にお

ける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

3 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女

共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域におけ

る男女共同参画社会の形成の促進に関する施策につ

いての基本的な計画(以下「市町村男女共同参画計

画」という。)を定めるように努めなければならな

い。

4 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画

又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。

(施策の策定等に当たっての配慮)

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の

形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及

び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成

に配慮しなければならない。

(国民の理解を深めるための措置)

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じ

て、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切

な措置を講じなければならない。

(苦情の処理等)

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成

に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の

処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱

いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因

によって人権が侵害された場合における被害者の救

済を図るために必要な措置を講じなければならな

い。

(調査研究)
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第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同

参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その

他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

策定に必要な調査研究を推進するように努めるもの

とする。

(国際的協調のための措置)

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調

の下に促進するため、外国政府又は国際機関との情

報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国

際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措

置を講ずるように努めるものとする。

(地方公共団体及び民間の団体に対する支援)

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男

女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支

援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ず

るように努めるものとする。

第三章 男女共同参画会議

(設置)

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議(以下「会

議」という。)を置く。

(所掌事務)

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項

に規定する事項を処理すること。

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関

係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成

の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び

重要事項を調査審議すること。

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必

要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係

各大臣に対し、意見を述べること。

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施

策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査

し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及

び関係各大臣に対し、意見を述べること。

(組織)

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもっ

て組織する。

(議長)

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。

2 議長は、会務を総理する。

(議員)

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣

総理大臣が指定する者

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有

する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者

2 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総

数の十分の五未満であってはならない。

3 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の

議員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の四

未満であってはならない。

4 第一項第二号の議員は、非常勤とする。

(議員の任期)

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年と

する。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任

期間とする。

2 前条第一項第二号の議員は、再任されることができ

る。

(資料提出の要求等)
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第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必

要があると認めるときは、関係行政機関の長に対

し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提

出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めるこ

とができる。

2 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要が

あると認めるときは、前項に規定する者以外の者に

対しても、必要な協力を依頼することができる。

(政令への委任)

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及

び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項

は、政令で定める。

附 則 抄

(施行期日)

第一条 この法律は、公布の日から施行する。

(男女共同参画審議会設置法の廃止)

第二条 男女共同参画審議会設置法(平成九年法律第七

号)は、廃止する。

(経過措置)

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会

設置法(以下「旧審議会設置法」という。)第一条の

規定により置かれた男女共同参画審議会は、第二十

一条第一項の規定により置かれた審議会となり、同

一性をもって存続するものとする。

2 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一

項の規定により任命された男女共同参画審議会の委

員である者は、この法律の施行の日に、第二十三条

第一項の規定により、審議会の委員として任命され

たものとみなす。この場合において、その任命され

たものとみなされる者の任期は、同条第二項の規定

にかかわらず、同日における旧審議会設置法第四条

第二項の規定により任命された男女共同参画審議会

の委員としての任期の残任期間と同一の期間とす

る。

3 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一

項の規定により定められた男女共同参画審議会の会

長である者又は同条第三項の規定により指名された

委員である者は、それぞれ、この法律の施行の日

に、第二十四条第一項の規定により審議会の会長と

して定められ、又は同条第三項の規定により審議会

の会長の職務を代理する委員として指名されたもの

とみなす。

附 則 (平成一一年七月一六日法律第一〇二

号) 抄

(施行期日)

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律(平

成十一年法律第八十八号)の施行の日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。

一 略

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三

項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の規

定 公布の日

(委員等の任期に関する経過措置)

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲

げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他

の職員である者(任期の定めのない者を除く。)の任

期は、当該会長、委員その他の職員の任期を定めた

それぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了

する。

一から十まで 略

十一 男女共同参画審議会
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(別に定める経過措置)

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に

法律で定める。
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○配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等

に関する法律

(平成十三年法律第三十一号)

目次

前文

第一章 総則(第一条・第二条)

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等(第二

条の二・第二条の三)

第二章 配偶者暴力相談支援センター等(第三条―第

五条)

第三章 被害者の保護(第六条―第九条の二)

第四章 保護命令(第十条―第二十二条)

第五章 雑則(第二十三条―第二十八条)

第五章の二 補則(第二十八条の二)

第六章 罰則(第二十九条・第三十条)

附則

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の

下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向

けた取組が行われている。

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為を

も含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の

救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶

者からの暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経済

的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加える

ことは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとな

っている。

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の

実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害

者を保護するための施策を講ずることが必要である。こ

のことは、女性に対する暴力を根絶しようと努めている

国際社会における取組にも沿うものである。

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保

護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律

を制定する。

第一章 総則

(定義)

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、

配偶者からの身体に対する暴力(身体に対する不法な

攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをい

う。以下同じ。)又はこれに準ずる心身に有害な影響

を及ぼす言動(以下この項及び第二十八条の二におい

て「身体に対する暴力等」と総称する。)をいい、配

偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その

者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合に

あっては、当該配偶者であった者から引き続き受け

る身体に対する暴力等を含むものとする。

2 この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴

力を受けた者をいう。

3 この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をして

いないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上

婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実上離婚し

たと同様の事情に入ることを含むものとする。

(国及び地方公共団体の責務)

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防

止するとともに、被害者の自立を支援することを含

め、その適切な保護を図る責務を有する。

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等

(基本方針)

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣

及び厚生労働大臣(以下この条及び次条第五項におい
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て「主務大臣」という。)は、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な

方針(以下この条並びに次条第一項及び第三項におい

て「基本方針」という。)を定めなければならない。

2 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条

第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村

基本計画の指針となるべきものを定めるものとす

る。

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する基本的な事項

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

めの施策の内容に関する事項

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の実施に関する重要事項

3 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しよ

うとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に

協議しなければならない。

4 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。

(都道府県基本計画等)

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道

府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策の実施に関する基本的な計画(以下

この条において「都道府県基本計画」という。)を定

めなければならない。

2 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する基本的な方針

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

めの施策の実施内容に関する事項

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の実施に関する重要事項

3 市町村(特別区を含む。以下同じ。)は、基本方針に

即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市

町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策の実施に関する基本的な計画(以下

この条において「市町村基本計画」という。)を定め

るよう努めなければならない。

4 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町

村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。

5 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県

基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な

助言その他の援助を行うよう努めなければならな

い。

第二章 配偶者暴力相談支援センター等

(配偶者暴力相談支援センター)

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談

所その他の適切な施設において、当該各施設が配偶

者暴力相談支援センターとしての機能を果たすよう

にするものとする。

2 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設におい

て、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとし

ての機能を果たすようにするよう努めるものとす

る。

3 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を

行うものとする。

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応

ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関
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を紹介すること。

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的

又は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこ

と。

三 被害者(被害者がその家族を同伴する場合にあっ

ては、被害者及びその同伴する家族。次号、第六

号、第五条、第八条の三及び第九条において同

じ。)の緊急時における安全の確保及び一時保護を

行うこと。

四 被害者が自立して生活することを促進するた

め、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制

度の利用等について、情報の提供、助言、関係機

関との連絡調整その他の援助を行うこと。

五 第四章に定める保護命令の制度の利用につい

て、情報の提供、助言、関係機関への連絡その他

の援助を行うこと。

六 被害者を居住させ保護する施設の利用につい

て、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整そ

の他の援助を行うこと。

4 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行

い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委

託して行うものとする。

5 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに

当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団

体との連携に努めるものとする。

(婦人相談員による相談等)

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指

導を行うことができる。

(婦人保護施設における保護)

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保

護を行うことができる。

第三章 被害者の保護

(配偶者からの暴力の発見者による通報等)

第六条 配偶者からの暴力(配偶者又は配偶者であった

者からの身体に対する暴力に限る。以下この章にお

いて同じ。)を受けている者を発見した者は、その旨

を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報す

るよう努めなければならない。

2 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当た

り、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にか

かったと認められる者を発見したときは、その旨を

配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報する

ことができる。この場合において、その者の意思を

尊重するよう努めるものとする。

3 刑法(明治四十年法律第四十五号)の秘密漏示罪の規

定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項

の規定により通報することを妨げるものと解釈して

はならない。

4 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当た

り、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にか

かったと認められる者を発見したときは、その者に

対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用につい

て、その有する情報を提供するよう努めなければな

らない。

(配偶者暴力相談支援センターによる保護についての

説明等)

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関す

る通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被

害者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力

相談支援センターが行う業務の内容について説明及

び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを
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勧奨するものとする。

(警察官による被害の防止)

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行

われていると認めるときは、警察法(昭和二十九年法

律第百六十二号)、警察官職務執行法(昭和二十三年

法律第百三十六号)その他の法令の定めるところによ

り、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者から

の暴力による被害の発生を防止するために必要な措

置を講ずるよう努めなければならない。

(警察本部長等の援助)

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長(道警

察本部の所在地を包括する方面を除く方面について

は、方面本部長。第十五条第三項において同じ。)又

は警察署長は、配偶者からの暴力を受けている者か

ら、配偶者からの暴力による被害を自ら防止するた

めの援助を受けたい旨の申出があり、その申出を相

当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受けて

いる者に対し、国家公安委員会規則で定めるところ

により、当該被害を自ら防止するための措置の教示

その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止す

るために必要な援助を行うものとする。

(福祉事務所による自立支援)

第八条の三 社会福祉法(昭和二十六年法律第四十五号)

に定める福祉に関する事務所(次条において「福祉事

務所」という。)は、生活保護法(昭和二十五年法律

第百四十四号)、児童福祉法(昭和二十二年法律第百

六十四号)、母子及び父子並びに寡婦福祉法(昭和三

十九年法律第百二十九号)その他の法令の定めるとこ

ろにより、被害者の自立を支援するために必要な措

置を講ずるよう努めなければならない。

(被害者の保護のための関係機関の連携協力)

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、

福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又は市町

村の関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を

行うに当たっては、その適切な保護が行われるよ

う、相互に連携を図りながら協力するよう努めるも

のとする。

(苦情の適切かつ迅速な処理)

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職

員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受

けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努

めるものとする。

第四章 保護命令

(保護命令)

第十条 被害者(配偶者からの身体に対する暴力又は生

命等に対する脅迫(被害者の生命又は身体に対し害を

加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章に

おいて同じ。)を受けた者に限る。以下この章におい

て同じ。)が、配偶者からの身体に対する暴力を受け

た者である場合にあっては配偶者からの更なる身体

に対する暴力(配偶者からの身体に対する暴力を受け

た後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消

された場合にあっては、当該配偶者であった者から

引き続き受ける身体に対する暴力。第十二条第一項

第二号において同じ。)により、配偶者からの生命等

に対する脅迫を受けた者である場合にあっては配偶

者から受ける身体に対する暴力(配偶者からの生命等

に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又

はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配

偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴

力。同号において同じ。)により、その生命又は身体

に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、裁判
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所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に

危害が加えられることを防止するため、当該配偶者

(配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する

脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚

姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であ

った者。以下この条、同項第三号及び第四号並びに

第十八条第一項において同じ。)に対し、次の各号に

掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第二号に

掲げる事項については、申立ての時において被害者

及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限

る。

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被

害者の住居(当該配偶者と共に生活の本拠としてい

る住居を除く。以下この号において同じ。)その他

の場所において被害者の身辺につきまとい、又は

被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場

所の付近をはいかいしてはならないこと。

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被

害者と共に生活の本拠としている住居から退去す

ること及び当該住居の付近をはいかいしてはなら

ないこと。

2 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規

定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、

被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が

加えられることを防止するため、当該配偶者に対

し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による

命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する

日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるいず

れの行為もしてはならないことを命ずるものとす

る。

一 面会を要求すること。

二 その行動を監視していると思わせるような事項

を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得な

い場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシ

ミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを

送信すること。

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午

前六時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装

置を用いて送信し、又は電子メールを送信するこ

と。

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪

の情を催させるような物を送付し、又はその知り

得る状態に置くこと。

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得

る状態に置くこと。

八 その性的 羞 恥心を害する事項を告げ、若しくは
しゆう

その知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を

害する文書、図画その他の物を送付し、若しくは

その知り得る状態に置くこと。

3 第一項本文に規定する場合において、被害者がその

成年に達しない子(以下この項及び次項並びに第十二

条第一項第三号において単に「子」という。)と同居

しているときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻

すと疑うに足りる言動を行っていることその他の事

情があることから被害者がその同居している子に関

して配偶者と面会することを余儀なくされることを

防止するため必要があると認めるときは、第一項第

一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁

判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体

に危害が加えられることを防止するため、当該配偶
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者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定

による命令の効力が生じた日から起算して六月を経

過する日までの間、当該子の住居(当該配偶者と共に

生活の本拠としている住居を除く。以下この項にお

いて同じ。)、就学する学校その他の場所において当

該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学

する学校その他その通常所在する場所の付近をはい

かいしてはならないことを命ずるものとする。ただ

し、当該子が十五歳以上であるときは、その同意が

ある場合に限る。

4 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害

者の親族その他被害者と社会生活において密接な関

係を有する者(被害者と同居している子及び配偶者と

同居している者を除く。以下この項及び次項並びに

第十二条第一項第四号において「親族等」という。)

の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行

っていることその他の事情があることから被害者が

その親族等に関して配偶者と面会することを余儀な

くされることを防止するため必要があると認めると

きは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判

所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、そ

の生命又は身体に危害が加えられることを防止する

ため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以

後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起

算して六月を経過する日までの間、当該親族等の住

居(当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除

く。以下この項において同じ。)その他の場所におい

て当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族等

の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近

をはいかいしてはならないことを命ずるものとす

る。

5 前項の申立ては、当該親族等(被害者の十五歳未満の

子を除く。以下この項において同じ。)の同意(当該

親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場

合にあっては、その法定代理人の同意)がある場合に

限り、することができる。

(管轄裁判所)

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る

事件は、相手方の住所(日本国内に住所がないとき又

は住所が知れないときは居所)の所在地を管轄する地

方裁判所の管轄に属する。

2 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号

に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることがで

きる。

一 申立人の住所又は居所の所在地

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴

力又は生命等に対する脅迫が行われた地

(保護命令の申立て)

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命

令(以下「保護命令」という。)の申立ては、次に掲

げる事項を記載した書面でしなければならない。

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対

する脅迫を受けた状況

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶

者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者

から受ける身体に対する暴力により、生命又は身

体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認める

に足りる申立ての時における事情

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする

場合にあっては、被害者が当該同居している子に

関して配偶者と面会することを余儀なくされるこ

とを防止するため当該命令を発する必要があると
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認めるに足りる申立ての時における事情

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする

場合にあっては、被害者が当該親族等に関して配

偶者と面会することを余儀なくされることを防止

するため当該命令を発する必要があると認めるに

足りる申立ての時における事情

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職

員に対し、前各号に掲げる事項について相談し、

又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びそ

の事実があるときは、次に掲げる事項

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警

察職員の所属官署の名称

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時

及び場所

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置

の内容

2 前項の書面(以下「申立書」という。)に同項第五号

イからニまでに掲げる事項の記載がない場合には、

申立書には、同項第一号から第四号までに掲げる事

項についての申立人の供述を記載した書面で公証人

法(明治四十一年法律第五十三号)第五十八条ノ二第

一項の認証を受けたものを添付しなければならな

い。

(迅速な裁判)

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件につ

いては、速やかに裁判をするものとする。

(平一六法六四・一部改正)

(保護命令事件の審理の方法)

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会う

ことができる審尋の期日を経なければ、これを発す

ることができない。ただし、その期日を経ることに

より保護命令の申立ての目的を達することができな

い事情があるときは、この限りでない。

2 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げ

る事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶

者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対

し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を求めた

際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記

載した書面の提出を求めるものとする。この場合に

おいて、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該

所属官署の長は、これに速やかに応ずるものとす

る。

3 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配

偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又

は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保

護を求められた職員に対し、同項の規定により書面

の提出を求めた事項に関して更に説明を求めること

ができる。

(保護命令の申立てについての決定等)

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由

を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経な

いで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足り

る。

2 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手

方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における

言渡しによって、その効力を生ずる。

3 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やか

にその旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管

轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するも

のとする。

4 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴
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力相談支援センターの職員に対し相談し、又は援助

若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に

当該事実に係る第十二条第一項第五号イからニまで

に掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官

は、速やかに、保護命令を発した旨及びその内容

を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談

支援センター(当該申立書に名称が記載された配偶者

暴力相談支援センターが二以上ある場合にあって

は、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若し

くは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支

援センター)の長に通知するものとする。

5 保護命令は、執行力を有しない。

(即時抗告)

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対して

は、即時抗告をすることができる。

2 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさ

ない。

3 即時抗告があった場合において、保護命令の取消し

の原因となることが明らかな事情があることにつき

疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てに

より、即時抗告についての裁判が効力を生ずるまで

の間、保護命令の効力の停止を命ずることができ

る。事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁判所

も、この処分を命ずることができる。

4 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による

命令の効力の停止を命ずる場合において、同条第二

項から第四項までの規定による命令が発せられてい

るときは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命

じなければならない。

5 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立

てることができない。

6 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令

を取り消す場合において、同条第二項から第四項ま

での規定による命令が発せられているときは、抗告

裁判所は、当該命令をも取り消さなければならな

い。

7 前条第四項の規定による通知がされている保護命令

について、第三項若しくは第四項の規定によりその

効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取

り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、その

旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談支

援センターの長に通知するものとする。

8 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並び

に抗告裁判所が保護命令を取り消した場合について

準用する。

(保護命令の取消し)

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の

申立てをした者の申立てがあった場合には、当該保

護命令を取り消さなければならない。第十条第一項

第一号又は第二項から第四項までの規定による命令

にあっては同号の規定による命令が効力を生じた日

から起算して三月を経過した後において、同条第一

項第二号の規定による命令にあっては当該命令が効

力を生じた日から起算して二週間を経過した後にお

いて、これらの命令を受けた者が申し立て、当該裁

判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がない

ことを確認したときも、同様とする。

2 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定に

よる命令を発した裁判所が前項の規定により当該命

令を取り消す場合について準用する。

3 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の

場合について準用する。
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(第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立

て)

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せ

られた後に当該発せられた命令の申立ての理由とな

った身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同

一の事実を理由とする同号の規定による命令の再度

の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に

生活の本拠としている住居から転居しようとする被

害者がその責めに帰することのできない事由により

当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算して

二月を経過する日までに当該住居からの転居を完了

することができないことその他の同号の規定による

命令を再度発する必要があると認めるべき事情があ

るときに限り、当該命令を発するものとする。ただ

し、当該命令を発することにより当該配偶者の生活

に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該命

令を発しないことができる。

2 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の

適用については、同条第一項各号列記以外の部分中

「次に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号及

び第五号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の

事情」と、同項第五号中「前各号に掲げる事項」と

あるのは「第一号及び第二号に掲げる事項並びに第

十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中「同項

第一号から第四号までに掲げる事項」とあるのは

「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八

条第一項本文の事情」とする。

(事件の記録の閲覧等)

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、

裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄

写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に

関する事項の証明書の交付を請求することができ

る。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立て

に関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期

日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送

達があるまでの間は、この限りでない。

(法務事務官による宣誓認証)

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管

轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職

務を行うことができない場合には、法務大臣は、当

該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務す

る法務事務官に第十二条第二項(第十八条第二項の規

定により読み替えて適用する場合を含む。)の認証を

行わせることができる。

(民事訴訟法の準用)

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、

保護命令に関する手続に関しては、その性質に反し

ない限り、民事訴訟法(平成八年法律第百九号)の規

定を準用する。

(最高裁判所規則)

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に

関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で

定める。

第五章 雑則

(職務関係者による配慮等)

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜

査、裁判等に職務上関係のある者(次項において「職

務関係者」という。)は、その職務を行うに当たり、

被害者の心身の状況、その置かれている環境等を踏

まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人

権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の

保持に十分な配慮をしなければならない。
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2 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者

の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を

深めるために必要な研修及び啓発を行うものとす

る。

(教育及び啓発)

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び

啓発に努めるものとする。

(調査研究の推進等)

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更

生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復

させるための方法等に関する調査研究の推進並びに

被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努

めるものとする。

(民間の団体に対する援助)

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民

間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるもの

とする。

(都道府県及び市の支弁)

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁

しなければならない。

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務

を行う婦人相談所の運営に要する費用(次号に掲げ

る費用を除く。)

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所

が行う一時保護(同条第四項に規定する厚生労働大

臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を

含む。)に要する費用

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する

婦人相談員が行う業務に要する費用

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護(市町

村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託し

て行う場合を含む。)及びこれに伴い必要な事務に

要する費用

2 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人

相談員が行う業務に要する費用を支弁しなければな

らない。

(国の負担及び補助)

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府

県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、

同項第一号及び第二号に掲げるものについては、そ

の十分の五を負担するものとする。

2 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費

用の十分の五以内を補助することができる。

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費

用のうち、同項第三号及び第四号に掲げるもの

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用

第五章の二 補則

(この法律の準用)

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの

規定は、生活の本拠を共にする交際(婚姻関係におけ

る共同生活に類する共同生活を営んでいないものを

除く。)をする関係にある相手からの暴力(当該関係

にある相手からの身体に対する暴力等をいい、当該

関係にある相手からの身体に対する暴力等を受けた

後に、その者が当該関係を解消した場合にあって

は、当該関係にあった者から引き続き受ける身体に

対する暴力等を含む。)及び当該暴力を受けた者につ

いて準用する。この場合において、これらの規定中

「配偶者からの暴力」とあるのは「第二十八条の二
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に規定する関係にある相手からの暴力」と読み替え

るほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に

読み替えるものとする。

第六章 罰則

第二十九条 保護命令(前条において読み替えて準用す

る第十条第一項から第四項までの規定によるものを

含む。次条において同じ。)に違反した者は、一年以

下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。

第三十条 第十二条第一項(第十八条第二項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。)又は第二十八条

の二において読み替えて準用する第十二条第一項(第

二十八条の二において準用する第十八条第二項の規

定により読み替えて適用する場合を含む。)の規定に

より記載すべき事項について虚偽の記載のある申立

書により保護命令の申立てをした者は、十万円以下

の過料に処する。

附 則 抄

(施行期日)

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。ただし、第二章、第六条(配偶

者暴力相談支援センターに係る部分に限る。)、第七

条、第九条(配偶者暴力相談支援センターに係る部分

に限る。)、第二十七条及び第二十八条の規定は、平

成十四年四月一日から施行する。

(経過措置)

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対

し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して

相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合におけ

る当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に

関する第十二条第一項第四号並びに第十四条第二項

及び第三項の規定の適用については、これらの規定

中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦

人相談所」とする。

(検討)

第二条 被害者 被害者(第二十八

条の二に規定す

る関係にある相

手からの暴力を

受けた者をい

う。以下同じ。)

第六条第一

項

配偶者又は配偶者であっ

た者

同条に規定する

関係にある相手

又は同条に規定

する関係にある

相手であった者

第十条第一

項から第四

項まで、第

十一条第二

項第二号、

第十二条第

一項第一号

から第四号

まで及び第

十八条第一

項

配偶者 第二十八条の二

に規定する関係

にある相手

第十条第一

項

離婚をし、又はその婚姻

が取り消された場合

第二十八条の二

に規定する関係

を解消した場合
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第三条 この法律の規定については、この法律の施行後

三年を目途として、この法律の施行状況等を勘案

し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措

置が講ぜられるものとする。

附 則 (平成一六年六月二日法律第六四号)

(施行期日)

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。

(経過措置)

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前

の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る法律(次項において「旧法」という。)第十条の規

定による命令の申立てに係る同条の規定による命令

に関する事件については、なお従前の例による。

2 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後

に当該命令の申立ての理由となった身体に対する不

法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすもの

と同一の事実を理由とするこの法律による改正後の

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

法律(以下「新法」という。)第十条第一項第二号の

規定による命令の申立て(この法律の施行後最初にさ

れるものに限る。)があった場合における新法第十八

条第一項の規定の適用については、同項中「二月」

とあるのは、「二週間」とする。

(検討)

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年

を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が

加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜら

れるものとする。

附 則 (平成一九年七月一一日法律第一一三

号) 抄

(施行期日)

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。

(経過措置)

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前

の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る法律第十条の規定による命令の申立てに係る同条

の規定による命令に関する事件については、なお従

前の例による。

附 則 (平成二五年七月三日法律第七二号)

抄

(施行期日)

1 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した

日から施行する。

附 則 (平成二六年四月二三日法律第二八号)

抄

(施行期日)

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。

一 略

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条ま

で、第十二条及び第十五条から第十八条までの規

定 平成二十六年十月一日

附 則 (令和元年六月二六日法律第四六号)

抄

(施行期日)

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定
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公布の日

(その他の経過措置の政令への委任)

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施行

に伴い必要な経過措置は、政令で定める。

(検討等)

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行

後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護等に関する法律第六条第一項及び第二項の

通報の対象となる同条第一項に規定する配偶者から

の暴力の形態並びに同法第十条第一項から第四項ま

での規定による命令の申立てをすることができる同

条第一項に規定する被害者の範囲の拡大について検

討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる

ものとする。

2 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三

年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護等に関する法律第一条第一項に規定する配偶者

からの暴力に係る加害者の地域社会における更生の

ための指導及び支援の在り方について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとす

る。
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○女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律

(平成二十七年法律第六十四号)

第一章 総則

(目的)

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生

活を営み、又は営もうとする女性がその個性と能力

を十分に発揮して職業生活において活躍すること(以

下「女性の職業生活における活躍」という。)が一層

重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基

本法(平成十一年法律第七十八号)の基本理念にのっ

とり、女性の職業生活における活躍の推進につい

て、その基本原則を定め、並びに国、地方公共団体

及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方

針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活に

おける活躍を推進するための支援措置等について定

めることにより、女性の職業生活における活躍を迅

速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重さ

れ、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の

多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊

かで活力ある社会を実現することを目的とする。

(基本原則)

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生

活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏ま

え、自らの意思によって職業生活を営み、又は営も

うとする女性に対する採用、教育訓練、昇進、職種

及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会

の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、性別に

よる固定的な役割分担等を反映した職場における慣

行が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影

響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できる

ようにすることを旨として、行われなければならな

い。

2 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を

営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の

家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職するこ

とが多いことその他の家庭生活に関する事由が職業

生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女

が、男女の別を問わず、相互の協力と社会の支援の

下に、育児、介護その他の家庭生活における活動に

ついて家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ

職業生活における活動を行うために必要な環境の整

備等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑か

つ継続的な両立が可能となることを旨として、行わ

れなければならない。

3 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、

女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の

意思が尊重されるべきものであることに留意されな

ければならない。

(国及び地方公共団体の責務)

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職

業生活における活躍の推進についての基本原則(次条

及び第五条第一項において「基本原則」という。)に

のっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関

して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなけれ

ばならない。

(事業主の責務)

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、

又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活

に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職

業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備

その他の女性の職業生活における活躍の推進に関す
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る取組を自ら実施するよう努めるとともに、国又は

地方公共団体が実施する女性の職業生活における活

躍の推進に関する施策に協力しなければならない。

第二章 基本方針等

(基本方針)

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活

における活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体

的に実施するため、女性の職業生活における活躍の

推進に関する基本方針(以下「基本方針」という。)

を定めなければならない。

2 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるもの

とする。

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基

本的な方向

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に関する基本的な事項

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施

策に関する次に掲げる事項

イ 女性の職業生活における活躍を推進するため

の支援措置に関する事項

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必

要な環境の整備に関する事項

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に

関する施策に関する重要事項

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活に

おける活躍を推進するために必要な事項

3 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決

定を求めなければならない。

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があ

ったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければ

ならない。

5 前二項の規定は、基本方針の変更について準用す

る。

(都道府県推進計画等)

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府

県の区域内における女性の職業生活における活躍の

推進に関する施策についての計画(以下この条におい

て「都道府県推進計画」という。)を定めるよう努め

るものとする。

2 市町村は、基本方針(都道府県推進計画が定められて

いるときは、基本方針及び都道府県推進計画)を勘案

して、当該市町村の区域内における女性の職業生活

における活躍の推進に関する施策についての計画(次

項において「市町村推進計画」という。)を定めるよ

う努めるものとする。

3 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町

村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。

第三章 事業主行動計画等

第一節 事業主行動計画策定指針

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、

事業主が女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組を総合的かつ効果的に実施することができる

よう、基本方針に即して、次条第一項に規定する一

般事業主行動計画及び第十九条第一項に規定する特

定事業主行動計画(次項において「事業主行動計画」

と総称する。)の策定に関する指針(以下「事業主行

動

計画策定指針」という。)を定めなければならない。

2 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事

項につき、事業主行動計画の指針となるべきものを

定めるものとする。
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一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組の内容に関する事項

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組に関する重要事項

3 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業

主行動計画策定指針を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。

第二節 一般事業主行動計画等

(一般事業主行動計画の策定等)

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主(以下「一般

事業主」という。)であって、常時雇用する労働者の

数が三百人を超えるものは、事業主行動計画策定指

針に即して、一般事業主行動計画(一般事業主が実施

する女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組に関する計画をいう。以下同じ。)を定め、厚生労

働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け

出なければならない。これを変更したときも、同様

とする。

2 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。

一 計画期間

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組の実施により達成しようとする目標

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組の内容及びその実施時期

3 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更しようとするときは、厚生労働

省令で定めるところにより、採用した労働者に占め

る女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異、

労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める

女性労働者の割合その他のその事業における女性の

職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性

の職業生活における活躍を推進するために改善すべ

き事情について分析した上で、その結果を勘案し

て、これを定めなければならない。この場合におい

て、前項第二号の目標については、採用する労働者

に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の

差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労

働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用い

て定量的に定めなければならない。

4 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定

めるところにより、これを労働者に周知させるため

の措置を講じなければならない。

5 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定

めるところにより、これを公表しなければならな

い。

6 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画に基づく取組を実施するとともに、一般事業主行

動計画に定められた目標を達成するよう努めなけれ

ばならない。

7 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三

百人以下のものは、事業主行動計画策定指針に即し

て、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定

めるところにより、厚生労働大臣に届け出るよう努

めなければならない。これを変更したときも、同様

とする。

8 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事

業主行動計画を定め、又は変更しようとする場合に

ついて、第四項から第六項までの規定は前項に規定
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する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は

変更した場合について、それぞれ準用する。

(基準に適合する一般事業主の認定)

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定

による届出をした一般事業主からの申請に基づき、

厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主に

ついて、女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なもの

であることその他の厚生労働省令で定める基準に適

合するものである旨の認定を行うことができる。

(認定一般事業主の表示等)

第十条 前条の認定を受けた一般事業主(以下「認定一

般事業主」という。)は、商品、役務の提供の用に供

する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類

若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの(次

項及び第十四条第一項において「商品等」という。)

に厚生労働大臣の定める表示を付することができ

る。

2 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等

に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付しては

ならない。

(認定の取消し)

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号

のいずれかに該当するときは、第九条の認定を取り

消すことができる。

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認

めるとき。

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反した

とき。

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。

(基準に適合する認定一般事業主の認定)

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請

に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当

該事業主について、女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組に関し、当該事業主の策定した一

般事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該一般

事業主行動計画に定められた目標を達成したこと、

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確

保等に関する法律(昭和四十七年法律第百十三号)第

十三条の二に規定する業務を担当する者及び育児休

業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律(平成三年法律第七十六号)第二十九

条に規定する業務を担当する者を選任しているこ

と、当該女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組の実施の状況が特に優良なものであることそ

の他の厚生労働省令で定める基準に適合するもので

ある旨の認定を行うことができる。

(特例認定一般事業主の特例等)

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主(以下「特例

認定一般事業主」という。)については、第八条第一

項及び第七項の規定は、適用しない。

2 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、毎年少なくとも一回、女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する取組の実施の状況を公表

しなければならない。

(特例認定一般事業主の表示等)

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大

臣の定める表示を付することができる。

2 第十条第二項の規定は、前項の表示について準用す

る。

(特例認定一般事業主の認定の取消し)

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の
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各号のいずれかに該当するときは、第十二条の認定

を取り消すことができる。

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り消す

とき。

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなったと

認めるとき。

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又は

虚偽の公表をしたとき。

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法

律に基づく命令に違反したとき。

五 不正の手段により第十二条の認定を受けたと

き。

(委託募集の特例等)

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業

主(一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が

三百人以下のものをいう。以下この項及び次項にお

いて同じ。)が、当該承認中小事業主団体をして女性

の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施

に関し必要な労働者の募集を行わせようとする場合

において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従

事しようとするときは、職業安定法(昭和二十二年法

律第百四十一号)第三十六条第一項及び第三項の規定

は、当該構成員である中小事業主については、適用

しない。

2 この条及び次条において「承認中小事業主団体」と

は、事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の

法律により設立された組合若しくはその連合会であ

って厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で

中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの(厚生

労働省令で定める要件に該当するものに限る。)のう

ち、その構成員である中小事業主に対して女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組を実施する

ための人材確保に関する相談及び援助を行うもので

あって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当

該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で

定める基準に適合する旨の承認を行ったものをい

う。

3 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定

する基準に適合しなくなったと認めるときは、同項

の承認を取り消すことができる。

4 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従

事しようとするときは、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の

労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で定める

ものを厚生労働大臣に届け出なければならない。

5 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定に

よる届出があった場合について、同法第五条の三第

一項及び第四項、第五条の四、第三十九条、第四十

一条第二項、第四十二条第一項、第四十二条の二、

第四十八条の三第一項、第四十八条の四、第五十条

第一項及び第二項並びに第五十一条の規定は前項の

規定による届出をして労働者の募集に従事する者に

ついて、同法第四十条の規定は同項の規定による届

出をして労働者の募集に従事する者に対する報酬の

供与について、同法第五十条第三項及び第四項の規

定はこの項において準用する同条第二項に規定する

職権を行う場合について、それぞれ準用する。この

場合において、同法第三十七条第二項中「労働者の

募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律第十六条第四項

の規定による届出をして労働者の募集に従事しよう

とする者」と、同法第四十一条第二項中「当該労働
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者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるの

は「期間」と読み替えるものとする。

6 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の三の

規定の適用については、同法第三十六条第二項中

「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働

者の募集に従事させようとする者がその被用者以外

の者に与えようとする」と、同法第四十二条の三中

「第三十九条に規定する募集受託者」とあるのは

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

(平成二十七年法律第六十四号)第十六条第四項の規

定による届出をして労働者の募集に従事する者」と

する。

7 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二

項の相談及び援助の実施状況について報告を求める

ことができる。

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による

届出をして労働者の募集に従事する承認中小事業主

団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究

の成果を提供し、かつ、これらに基づき当該募集の

内容又は方法について指導することにより、当該募

集の効果的かつ適切な実施を図るものとする。

(一般事業主に対する国の援助)

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定に

より一般事業主行動計画を策定しようとする一般事

業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主

に対して、一般事業主行動計画の策定、労働者への

周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく

措置が円滑に実施されるように相談その他の援助の

実施に努めるものとする。

第三節 特定事業主行動計画

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又は

それらの職員で政令で定めるもの(以下「特定事業

主」という。)は、政令で定めるところにより、事業

主行動計画策定指針に即して、特定事業主行動計画

(特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組に関する計画をいう。以下この

条において同じ。)を定めなければならない。

2 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。

一 計画期間

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組の実施により達成しようとする目標

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組の内容及びその実施時期

3 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更しようとするときは、内閣府令で定めるところに

より、採用した職員に占める女性職員の割合、男女

の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管理的地

位にある職員に占める女性職員の割合その他のその

事務及び事業における女性の職業生活における活躍

に関する状況を把握し、女性の職業生活における活

躍を推進するために改善すべき事情について分析し

た上で、その結果を勘案して、これを定めなければ

ならない。この場合において、前項第二号の目標に

ついては、採用する職員に占める女性職員の割合、

男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時

間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合

その他の数値を用いて定量的に定めなければならな

い。

4 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを職員に周知させる

ための措置を講じなければならない。
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5 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。

6 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行

動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなければ

ならない。

7 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を

実施するとともに、特定事業主行動計画に定められ

た目標を達成するよう努めなければならない。

第四節 女性の職業選択に資する情報の公

表

(一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表)

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生

労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、

又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、そ

の事業における女性の職業生活における活躍に関す

る次に掲げる情報を定期的に公表しなければならな

い。

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者

に対する職業生活に関する機会の提供に関する実

績

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との

両立に資する雇用環境の整備に関する実績

2 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省

令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営

もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業

における女性の職業生活における活躍に関する前項

各号に掲げる情報の少なくともいずれか一方を定期

的に公表するよう努めなければならない。

(特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表)

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるところに

より、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職

業選択に資するよう、その事務及び事業における女

性の職業生活における活躍に関する次に掲げる情報

を定期的に公表しなければならない。

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対す

る職業生活に関する機会の提供に関する実績

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両

立に資する勤務環境の整備に関する実績

第四章 女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置

(職業指導等の措置等)

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推進

するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の

支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。

2 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推

進するため、前項の措置と相まって、職業生活を営

み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関

係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その他の情

報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。

3 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の

一部を、その事務を適切に実施することができるも

のとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託

することができる。

4 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は

当該事務に従事していた者は、正当な理由なく、当

該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。
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(財政上の措置等)

第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推進

に関する地方公共団体の施策を支援するために必要

な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるも

のとする。

(国等からの受注機会の増大)

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推進

に資するため、国及び公庫等(沖縄振興開発金融公庫

その他の特別の法律によって設立された法人であっ

て政令で定めるものをいう。)の役務又は物件の調達

に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般

事業主、特例認定一般事業主その他の女性の職業生

活における活躍に関する状況又は女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する取組の実施の状況が優良

な一般事業主(次項において「認定一般事業主等」と

いう。)の受注の機会の増大その他の必要な施策を実

施するものとする。

2 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業

主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施

するように努めるものとする。

(啓発活動)

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活に

おける活躍の推進について、国民の関心と理解を深

め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活

動を行うものとする。

(情報の収集、整理及び提供)

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に資するよう、国内外における女性の

職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する

情報の収集、整理及び提供を行うものとする。

(協議会)

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の職

業生活における活躍の推進に関する事務及び事業を

行う国及び地方公共団体の機関(以下この条において

「関係機関」という。)は、第二十二条第一項の規定

により国が講ずる措置及び同条第二項の規定により

地方公共団体が講ずる措置に係る事例その他の女性

の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用

することにより、当該区域において女性の職業生活

における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑

に実施されるようにするため、関係機関により構成

される協議会(以下「協議会」という。)を組織する

ことができる。

2 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の

区域内において第二十二条第三項の規定による事務

の委託がされている場合には、当該委託を受けた者

を協議会の構成員として加えるものとする。

3 協議会を組織する関係機関は、必要があると認める

ときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加え

ることができる。

一 一般事業主の団体又はその連合団体

二 学識経験者

三 その他当該関係機関が必要と認める者

4 協議会は、関係機関及び前二項の構成員(以下この項

において「関係機関等」という。)が相互の連絡を図

ることにより、女性の職業生活における活躍の推進

に有用な情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化

を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組について協議を

行うものとする。

5 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、

内閣府令で定めるところにより、その旨を公表しな
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ければならない。

(秘密保持義務)

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事

務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会の

事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

(協議会の定める事項)

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織

及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

第五章 雑則

(報告の徴収並びに助言、指導及び勧告)

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要

があると認めるときは、第八条第一項に規定する一

般事業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一般

事業主である同条第七項に規定する一般事業主に対

して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告を

することができる。

(公表)

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項の規定に

よる公表をせず、若しくは虚偽の公表をした第八条

第一項に規定する一般事業主又は第二十条第二項に

規定する情報に関し虚偽の公表をした認定一般事業

主若しくは特例認定一般事業主である第八条第七項

に規定する一般事業主に対し、前条の規定による勧

告をした場合において、当該勧告を受けた者がこれ

に従わなかったときは、その旨を公表することがで

きる。

(権限の委任)

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、第

十五条、第十六条、第三十条及び前条に規定する厚

生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところ

により、その一部を都道府県労働局長に委任するこ

とができる。

(政令への委任)

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法律の

実施のため必要な事項は、政令で定める。

第六章 罰則

第三十四条 第十六条第五項において準用する職業安定

法第四十一条第二項の規定による業務の停止の命令

に違反して、労働者の募集に従事した者は、一年以

下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年

以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を漏ら

した者

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らした者

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月

以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。

一 第十六条第四項の規定による届出をしないで、

労働者の募集に従事した者

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第

三十七条第二項の規定による指示に従わなかった

者

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第

三十九条又は第四十条の規定に違反した者

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十

万円以下の罰金に処する。

一 第十条第二項(第十四条第二項において準用する

場合を含む。)の規定に違反した者

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第

五十条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽

の報告をした者

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第
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五十条第二項の規定による立入り若しくは検査を

拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して

答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者

四 第十六条第五項において準用する職業安定法第

五十一条第一項の規定に違反して秘密を漏らした

者

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理

人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業

務に関し、第三十四条、第三十六条又は前条の違反

行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人

又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は虚

偽の報告をした者は、二十万円以下の過料に処す

る。

附 則 抄

(施行期日)

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、

第三章(第七条を除く。)、第五章(第二十八条を除

く。)及び第六章(第三十条を除く。)の規定並びに附

則第五条の規定は、平成二十八年四月一日から施行

する。

(この法律の失効)

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、

その効力を失う。

2 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務に従

事していた者の当該事務に関して知り得た秘密につ

いては、同条第四項の規定(同項に係る罰則を含

む。)は、前項の規定にかかわらず、同項に規定する

日後も、なおその効力を有する。

3 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して

知り得た秘密については、第二十八条の規定(同条に

係る罰則を含む。)は、第一項の規定にかかわらず、

同項に規定する日後も、なおその効力を有する。

4 この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用に

ついては、この法律は、第一項の規定にかかわら

ず、同項に規定する日後も、なおその効力を有す

る。

(政令への委任)

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほ

か、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令

で定める。

(検討)

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合

において、この法律の施行の状況を勘案し、必要が

あると認めるときは、この法律の規定について検討

を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする。

附 則 (平成二九年三月三一日法律第一四号)

抄

(施行期日)

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を加

える改正規定及び附則第三十五条の規定 公布の

日

二及び三 略

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、第五十

八条第一項、第六十条の二第四項、第七十六条第

二項及び第七十九条の二並びに附則第十一条の二

第一項の改正規定並びに同条第三項の改正規定

(「百分の五十を」を「百分の八十を」に改める部
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分に限る。)、第四条の規定並びに第七条中育児・

介護休業法第五十三条第五項及び第六項並びに第

六十四条の改正規定並びに附則第五条から第八条

まで及び第十条の規定、附則第十三条中国家公務

員退職手当法(昭和二十八年法律第百八十二号)第

十条第十項第五号の改正規定、附則第十四条第二

項及び第十七条の規定、附則第十八条(次号に掲げ

る規定を除く。)の規定、附則第十九条中高年齢者

等の雇用の安定等に関する法律(昭和四十六年法律

第六十八号)第三十八条第三項の改正規定(「第四

条第八項」を「第四条第九項」に改める部分に限

る。)、附則第二十条中建設労働者の雇用の改善等

に関する法律(昭和五十一年法律第三十三号)第三

十条第一項の表第四条第八項の項、第三十二条の

十一から第三十二条の十五まで、第三十二条の十

六第一項及び第五十一条の項及び第四十八条の三

及び第四十八条の四第一項の項の改正規定、附則

第二十一条、第二十二条、第二十六条から第二十

八条まで及び第三十二条の規定並びに附則第三十

三条(次号に掲げる規定を除く。)の規定 平成三

十年一月一日

(罰則に関する経過措置)

第三十四条 この法律(附則第一条第四号に掲げる規定

にあっては、当該規定)の施行前にした行為に対する

罰則の適用については、なお従前の例による。

(その他の経過措置の政令への委任)

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律

の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。

附 則 (令和元年六月五日法律第二四号) 抄

(施行期日)

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超え

ない範囲内において政令で定める日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。

(令和元年政令第一七四号で令和二年六月一

日から施行)

一 第三条中労働施策の総合的な推進並びに労働者

の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律

第四条の改正規定並びに次条及び附則第六条の規

定 公布の日

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年を超

えない範囲内において政令で定める日

(令和元年政令第一七四号で令和四年四月一

日から施行)

(罰則に関する経過措置)

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適

用については、なお従前の例による。

(政令への委任)

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行

に関して必要な経過措置は、政令で定める。

(検討)

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合

において、この法律による改正後の規定の施行の状

況について検討を加え、必要があると認めるとき

は、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

する。
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○政治分野における男女共同参画の推進に関す

る法律

(平成三十年法律第二十八号)

(目的)

第一条 この法律は、社会の対等な構成員である男女が

公選による公職又は内閣総理大臣その他の国務大臣、

内閣官房副長官、内閣総理大臣補佐官、副大臣、大臣政

務官若しくは大臣補佐官若しくは副知事若しくは副市

町村長の職(以下「公選による公職等」という。)にある

者として国又は地方公共団体における政策の立案及び

決定に共同して参画する機会が確保されること(以下

「政治分野における男女共同参画」という。)が、その

立案及び決定において多様な国民の意見が的確に反映

されるために一層重要となることに鑑み、男女共同参

画社会基本法(平成十一年法律第七十八号)の基本理念

にのっとり、政治分野における男女共同参画の推進に

ついて、その基本原則を定め、並びに国及び地方公共

団体の責務等を明らかにするとともに、政治分野にお

ける男女共同参画の推進に関する施策の基本となる事

項を定めることにより、政治分野における男女共同参

画を効果的かつ積極的に推進し、もって男女が共同し

て参画する民主政治の発展に寄与することを目的とす

る。

(基本原則)

第二条 政治分野における男女共同参画の推進は、衆議

院議員、参議院議員及び地方公共団体の議会の議員の

選挙において、政党その他の政治団体の候補者の選定

の自由、候補者の立候補の自由その他の政治活動の自

由を確保しつつ、男女の候補者の数ができる限り均等

となることを目指して行われるものとする。

2 政治分野における男女共同参画の推進は、自らの

意思によって公選による公職等としての活動に参

画し、又は参画しようとする者に対するこれらの

者の間における交流の機会の積極的な提供及びそ

の活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担

等を反映した社会における制度又は慣行が政治分

野における男女共同参画の推進に対して及ぼす影

響に配慮して、男女が、その性別に関わりなく、そ

の個性と能力を十分に発揮できるようにすること

を旨として、行われなければならない。

3 政治分野における男女共同参画の推進は、男女が、そ

の性別に関わりなく、相互の協力と社会の支援の下に、

公選による公職等としての活動と家庭生活との円滑か

つ継続的な両立が可能となることを旨として、行われ

なければならない。

4 政治分野における男女共同参画の推進は、政党その他

の政治団体が自主的に取り組むほか、衆議院、参議院

及び地方公共団体の議会並びに内閣府、総務省その他

の関係行政機関等が適切な役割分担の下でそれぞれ積

極的に取り組むことにより、行われるものとする。

(国及び地方公共団体の責務)

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める政治分野

における男女共同参画の推進についての基本原則(次

条において単に「基本原則」という。)にのっとり、政

党その他の政治団体の政治活動の自由及び選挙の公正

を確保しつつ、政治分野における男女共同参画の推進

に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施する責

務を有する。

(政党その他の政治団体の努力)

第四条 政党その他の政治団体は、基本原則にのっとり、

政治分野における男女共同参画の推進に関し、当該政

党その他の政治団体に所属する男女のそれぞれの公職
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の候補者の数に係る目標の設定、当該政党その他の政

治団体に所属する公職の候補者の選定方法の改善、公

職の候補者となるにふさわしい能力を有する人材の

育成、当該政党その他の政治団体に所属する公選によ

る公職等にある者及び公職の候補者についての性的

な言動、妊娠又は出産に関する言動等に起因する問題

の発生の防止及び適切な解決その他の事項について、

自主的に取り組むよう努めるものとする。

(法制上の措置等)

第五条 国は、政治分野における男女共同参画の推進に

関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の

措置その他の措置を講ずるものとする。

(実態の調査及び情報の収集等)

第六条 国は、政治分野における男女共同参画の推進に

関する取組に資するよう、その推進に当たって障壁と

なるような社会における制度、慣行、観念その他一切

のもの(次項において「社会的障壁」という。)及び国内

外における当該取組の状況について、実態の調査並び

に情報の収集、整理、分析及び提供(同項及び第十一条

において「実態の調査及び情報の収集等」という。)を

行うものとする。

2 地方公共団体は、政治分野における男女共同参画の推

進に関する取組に資するよう、当該地方公共団体にお

ける社会的障壁及び当該取組の状況について、実態の

調査及び情報の収集等を行うよう努めるものとする。

(啓発活動)

第七条 国及び地方公共団体は、政治分野における男女

共同参画の推進について、国民の関心と理解を深める

とともに、必要な啓発活動を行うものとする。

(環境整備)

第八条 国及び地方公共団体は、議会における欠席事由

の拡大をはじめとする公選による公職等としての活

動と妊娠、出産、育児、介護等の家庭生活との円滑か

つ継続的な両立を支援するための体制の整備その他

の政治分野における男女共同参画の推進に関する取

組を積極的に進めることができる環境の整備を行う

ものとする。

(性的な言動等に起因する問題への対応)

第九条 国及び地方公共団体は、政治分野における男女

共同参画の推進に資するよう、公選による公職等にあ

る者及び公職の候補者について、性的な言動、妊娠又

は出産に関する言動等に起因する問題の発生の防止を

図るとともに、当該問題の適切な解決を図るため、当

該問題の発生の防止に資する研修の実施、当該問題に

係る相談体制の整備その他の必要な施策を講ずるもの

とする。

(人材の育成等)

第十条 国及び地方公共団体は、政治分野における男女

共同参画が推進されるよう、議会における審議を体験

する機会の提供、公選による公職等としての活動に対

する関心を深めこれに必要な知見を提供する講演会等

の開催の推進その他の人材の育成及び活用に資する施

策を講ずるものとする。

(その他の施策)

第十一条 国及び地方公共団体は、第七条から前条まで

に定めるもののほか、第六条の規定による実態の調査

及び情報の収集等の結果を踏まえ、必要があると認め

るときは、政治分野における男女共同参画の推進のた

めに必要な施策を講ずるものとする。

附 則

この法律は、公布の日から施行する。

附 則 (令和三年六月一六日法律第六七号)
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この法律は、公布の日から施行する。



- 95 -

資料編

男女共同参画に関する国内外の動き

年 世 界 日 本 千 葉 県

昭和 50 年

（1975）

国際婦人年

（目標：平等,発展,平和）

6月 国際婦人年世界会議開催

（メキシコシティ）

「世界行動計画」採択

9月 婦人問題企画推進本部設

置・婦人問題企画推進本部

会議開催・婦人問題担当室

設置

昭和 51 年

（1976）

国連婦人の 10 年

昭和 52 年

（1977）

１月 国内行動計画策定

10 月 国内行動計画前期重点

目標発表

〃 国立婦人教育会館ｵｰﾌﾟﾝ

10 月 千葉県婦人問題行政

連絡協議会設置

昭和 53 年

（1978）

4 月 「青少年課」を「青少年

婦人課」に改組し「婦人

班」を設置

昭和 54 年

（1979）

12 月 第 34 回国連総会「女子差

別撤廃条約」採択

4月 各支庁に婦人問題担当

窓口を設置

昭和 55 年

（1980）

7 月 国連婦人の 10 年中間年世

界会議開催

7月 ｢女子差別撤廃条約｣

署名

婦人広報誌「ちばの婦人」創刊

昭和 56 年

（1981）

9 月 「女子差別撤廃条約」

発効

5月 国内行動計画後期重点

目標発表

11 月 千葉県婦人施策推進

総合計画策定

〃 千葉県青少年婦人会館

開設

昭和 57 年

（1982）

1 月 婦人問題推進のつどい

開催

昭和 58 年

（1983）

10 月 女性管理能力養成講座

開設

昭和 59 年

（1984）

5 月 「国籍法及び戸籍法の一

部を改正する法律」 公布

昭和 60 年

（1985）

7 月 国連婦人の 10 年最終年世

界会議開催（「ナイロビ将来

戦略」を採択）

1月 「国籍法及び戸籍法の一

部を改正する法律」施行

6月 「男女雇用機会均等法」

公布

〃 「女子差別撤廃条約」批准

7月 同条約発効

5月 「婦人問題に関する意識

調査」実施

8月 千葉県婦人問題懇話会

設置

昭和 61 年

（1986）

1 月 「婦人問題企画推進本

部」拡充

4月 「男女雇用機会均等法」

施行

1月 婦人フォーラム県大会開催

3 月 千葉県婦人計画策定

10 月 婦人の海外派遣実施

昭和 62 年

（1987）

5 月 「西暦 2000 年に向け

ての新国内行動計画」

策定

昭和 63 年

（1988）

3 月 国際婦人フォーラム開

催
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年 世 界 日 本 千 葉 県

平成元年

（1989）

3 月 学習指導要領の改訂（高

等学校家庭科の男女必修

等）

10 月 「婦人問題に関する意識

調査」実施

平成 2年

（1990）

5 月 国連婦人の地位委員会「ナ

イロビ将来戦略」勧告案採択

平成 3年

（1991）

5 月 「西暦 2000 年に向けての

新国内行動計画（第１次）改

定」

〃 「育児休業法」公布

3月 さわやかちば女性プラン

策定

平成 4年

（1992）

4 月 「育児休業法」施行 4月 「青少年婦人課婦人政策

室」を「青少年女性課女性

政策室」と変更

平成 5年

（1993）

12 月 国連「女性に対する暴力

の撤廃に関する宣言」 採択

3月 千葉県女性白書「ちば女

性のすがた」発刊

11 月 「男女共同参加型社会に

向けての県民意識調査」実

施

平成 6年

（1994）

6 月 内閣府に男女共同参画審

議会設置

平成 7年

（1995）

9 月 第 4回世界女性会議開催

「北京宣言及び行動綱領」採

択

6月 「育児休業法」改正

（介護休業制度の法制化）

8月 第 4回世界女性会議（NGO

フォーラム）派遣事業実施

平成 8年

（1996）

7 月 男女共同参画ビジョン答申

12 月 男女共同参画 2000 年

プラン策定

3月 ちば新時代女性プラン策定 11

月 千葉県女性センター開設

平成 9年

（1997）

3 月 「男女共同参画審議会設

置法」公布

4月 「男女行動参画審議会設

置法」施行

平成 10 年

（1998）

11 月 「男女共同参画社会の実

現に向けての県民意識調査」

実施

平成 11 年

（1999）

6 月 「男女共同参画社会基

本法」公布・施行

7月 「改正男女雇用機会均

等法」施行

10 月 「食料・農業・農村

基本法」の公布、施行

平成 12 年

（2000）

6 月 国連特別総会「女性

2000 年会議」開催

（ニューヨーク）

12 月 「男女共同参画基本

計画」策定

4 月 「青少年女性課女性政

策室」から「男女共同

参画課」に改組
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年 世 界 日 本 千 葉 県

平成 13 年

（2001）

1 月 「総理府男女共同参画

室」から「内閣府男女共同

参画局」に改組、「男女共

同参画会議」設置

7月 「仕事と子育て両立支援

策の方針」決定・施行

10 月 「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に関す

る法律」（DV 防止法）施行

3月 千葉県男女共同参画計画

策定

平成 14 年

（2002）

4 月 千葉県女性サポート

センター開設

平成 15 年

（2003）

平成 16 年

（2004）

6 月 「DV 防止法」改正及び同

法に基づく基本方針の策定

9月 「男女共同参画社会の実

現に向けての県民意識調

査」実施

平成 17 年

（2005）

2 月 第 49 回国連婦人の地位

向上委員会「北京＋10」開

催（ニューヨーク）

12 月 「男女共同参画基本計画

（第 2次）」策定

平成 18 年

（2006）

6 月 「改正男女雇用機会均等

法」改正

3月 千葉県ＤＶ防止・被害者

支援基本計画策定

8月 ちば県民共生センター・

同東葛飾センター開設

12 月 千葉県男女共同参画基本

計画（第 2次）策定

平成 19 年

（2007）

7 月 「DV 防止法」改正

平成 20 年

（2008）

1 月 仕事と生活の調和推進室

設置

4月 女性の参画加速プログラ

ム決定

平成 21 年

（2009）

女子差別撤廃条約実施状況第

6回報告の審議・最終見解の

公表

3 月 「千葉県ＤＶ防止・被

害者支援基本計画(第 2

次)」策定

10 月 「男女共同参画社会

の実現に向けての県民

意識調査」実施

11 月 千葉県女性サポート

センター改築
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年 世 界 日 本 千 葉 県

平成 22 年

（2010）

３月 第５４国連婦人の地位委員

会「北京＋１５」開催

6月 「仕事と生活の調和

（WLB)憲章」及び行動指針

改正

12 月 第 3次男女共同参画基本

計画策定

平成 23 年

（2011）

3 月 第 3次千葉県男女共同

参画計画策定

平成 24 年

（2012）

3 月 「千葉県ＤＶ防止・被害

者支援基本計画(第 3次)」

策定

平成 25 年

（2013）

7 月 「DV 防止法」改正

平成 26 年

（2014）

平成 27 年

（2015）

３月 第５９国連婦人の地位委員

会「北京＋２０」開催

9月 「女性活躍推進法」施行及

び同法に基づく基本方針の

策定

９月 「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律」

施行

１２月 第４次男女共同参画基本

計画策定

平成 28 年

（2016）

3 月 第 4次千葉県男女共同

参画計画策定

平成 29 年

（2017）

平成 30 年

（2018）

５月 「政治分野における男女共

同参画の推進に関する法律」

施行

令和元年

（2019）

６月 「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律」改

正

令和 2年

（2020）

３月 第６４国連婦人の地位委員

会「北京＋２５」開催

令和 3年

（2021）

3 月 第 5次千葉県男女共同

参画計画策定
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用語解説

アンコンシャス・バイアス
自分自身が気づいていないものの見方や捉え方のゆがみ、偏りをいいます。

育児・介護休業法

育児休業と介護休業の制度の設置、子の養育と家族介護を行う労働者に対して、事業主

が行わなければならない勤務時間などに関する措置や支援措置について定めています。こ

れにより、育児・介護を行う労働者の雇用の継続や再就職の促進を図り、職業生活と家庭

生活の両立に寄与することを通じて、その福祉の増進と経済・社会発展に資することを目

的としています。

ＳＤＧｓ

２０１５年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための２０３０アジェ

ンダ」にて記載された２０３０年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。

１７のゴール・１６９のターゲットから構成されます。

Ｍ字カーブ

日本の女性の労働力人口比率を年齢階級ベルにグラフ化したときに、30 歳代を谷とし、

20歳代広範と 40 歳代後半が山になるアルファベットのＭのような形になります。Ｍ字を

描く原因は、出産・子育て期に離職する女性が多いことにあります。

家族経営協定

家族農業経営に携わる各世帯員が、意欲とやりがいをもって経営に参画できる魅力的な

農業経営を目指し、経営方針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境等について、

家族間の十分な話し合いに基づき取り決めるものです。

固定的な性別役割分担意識

男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるにもかかわら

ず、「男は仕事・女は家庭」、「男性は主要な業務・女性は補助的業務」等のように、男

性、女性という性別を理由として、役割を固定的に分ける考え方のことです。

あ

か
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合計特殊出生率

15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率の合計で、1人の女性が一生の間に生む平均

こども数を表します。合計特殊出生率が 2.08％を下回ると、将来長期的には人口が減少す

る計算になります。

性差医療（Gender specific medicine：GSM）

性差医療とは、男女の様々な差異により発生する疾患や病気の差異を念頭に置いて行う

医療のことです。

男女雇用機会均等法

女性労働者が性別により差別されることなく、また、女性労働者にあっては、母性を尊

重されつつ充実した職業生活を営むことができるようにすることを基本理念とし、事業主

並びに国及び地方公共団体は、基本理念に従って、女性労働者の職業生活の充実が図られ

るよう努めなければならないと規定しています。

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）

配偶者間・パートナー間の暴力をいい、身体的暴力に限らず、精神的・経済的・性的等

あらゆる暴力が含まれます。

マタニティハラスメント（通称マタハラ）

職場において、妊娠・出産した方に対して、妊娠や出産をしたことが業務上支障をきた

すという理由で、精神的・肉体的な嫌がらせを行う（ひどい場合には、退職にまで至る）

行為を指す言葉です。本来、職場における母性健康管理や母性保護の措置にはいろいろな

ことがあり、妊娠・出産を理由とする不利益な取扱いは法律で禁止されています（男女雇

用機会均等法第 9条関係）。法律では、「事業主は、女性労働者が妊娠・出産・産前産後

休業の取得、妊娠中の時差通勤など男女雇用機会均等法による母性健康管理措置や深夜業

免除など労働基準法による母性保護措置を受けたことなどを理由として、解雇その他不利

益扱いをしてはならない。」となっています。

さ

た

ま
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ユニバーサルデザイン

すべての人にとって使いやすいように初めから意図して作られた製品・情報・環境のデ

ザインのことです。

ワーク・ライフ・バランス

「仕事と生活の調和」と訳されます。仕事と家庭生活や地域活動等の「仕事以外の活

動」とのバランスをとり、多様な働き方や生き方が選択できるようにすることです。

や

わ
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